
「ＰＣＢ廃棄物適正処理推進に関する「ＰＣＢ廃棄物適正処理推進に関する検討検討委員会」とりまとめ素案委員会」とりまとめ素案 平成２４年５月
環境省廃棄物・リサイクル対策部

北九州事業（H16～）

豊田事業（H17～）

東京事業（H17～）

大阪事業（H18～）

北海道事業（H20～）

１．処理施設の改造１．処理施設の改造

  処理推進のための設備改造（大阪、豊田、東京、北海道）

  事業エリアを越えて、他事業所の得意処理能力を活用

平成１３年  ＰＣＢ廃棄物特別措置法の制定平成１３年  ＰＣＢ廃棄物特別措置法の制定

法の処理期限：平成２８年７月まで法の処理期限：平成２８年７月まで

ＪＥＳＣＯが全国５ブロックで処理ＪＥＳＣＯが全国５ブロックで処理

検討検討委員会での検討内容委員会での検討内容

２．他事業所の得意能力の活用２．他事業所の得意能力の活用

A.高圧トランス・コンデンサA.高圧トランス・コンデンサ

  洗浄処理した紙・木や活性炭などの低濃度のものは、無害化処理認定施設を活用

３．低濃度物の無害化処理認定施設の活用３．低濃度物の無害化処理認定施設の活用

北海道北海道北九州北九州 大 阪大 阪 豊 田豊 田 東 京東 京

特殊コンデンサ特殊コンデンサ

ＰＰコンデンサＰＰコンデンサ

トランス コンデンサ

北九州 60% 46%

豊田 47% 38%

東京 35% 21%

大阪 51% 39%

北海道 41% 31%

処理の進捗状況

B.安定器等・汚染物B.安定器等・汚染物

北九州 平成21年から操業開始

北海道 処理施設の建設中

豊田
大阪

施設立地の努力をしてきたところであ  
るが、現状では、施設整備の見込み  
は立っていない。

東京 安定器の処理は稼働に問題があり停  
止中。

  豊田・東京・大阪事業エリアにおける  
処理体制の確保に具体的に取り組  
むこととし、その検討のため、環境省  
と自治体の協議の場を設置する。

  北九州・北海道事業所については、  
自エリアの処理終了の見通しがつい  
た時点で、処理状況を踏まえ処理体  
制の方向性について判断。

現状の処理ペースでの処理見通し（新たな対策を導入しない場合）現状の処理ペースでの処理見通し（新たな対策を導入しない場合）

処理にかかる期間
（機器の種類により異なる）

備 考

北九州 平成25～30年度 ただし、高濃度の粉末活性炭の処理ができない。  
東京で処理することが必要。

豊田 平成25～48年度 車載トランスの保管台数が多く、処理にも時間が  
かかる。特殊形状コンデンサの処理ができない。

東京 平成25～49年度 大型トランスの処理に時間がかかる。
（大型トランス以外は、概ね平成36年で終わる）

大阪 平成26～34年度 北九州と同じ粉末活性炭の問題あり。
大型トランスラインの改造を行えば、平成30年くら  
いまで前倒し可能。

北海道 平成27～35年度 大型コンデンサは現有設備では処理できない。

処理遅れの理由処理遅れの理由
  多種多様な処理物

→処理物の種類、構造が多種多様。長期の使用や保管で劣化が生じている。

  ＰＣＢの揮発が想定を大幅に上回り、作業員の血中ＰＣＢ濃度が上昇。
→作業時間の制限、作業効率の低下。１台１台について処理方法の検討。

→局所排気設備の追加、予備洗浄の強化などにより、現在は除々に改善

  化学処理方式を採用。ＰＣＢ分解の前に、抜油、粗洗浄、解体、洗浄という多段階での処理。
→主に前処理の工程において、操業後に課題を解決しながら対策。

  含浸物（紙、木）の洗浄に長時間を要する

  ＰＣＢ特措法の処理期限の延長が必要。
  ストックホルム条約の処理期限（平成40年）より前で、概ね処理完了が可能な時期まで。

※ただし、処理期限とＪＥＳＣＯ各事業所の操業期間は別のものとして検討

  ＰＣＢ特措法の処理期限の延長が必要。
  ストックホルム条約の処理期限（平成40年）より前で、概ね処理完了が可能な時期まで。

※ただし、処理期限とＪＥＳＣＯ各事業所の操業期間は別のものとして検討

処理期限の延長について検討

  ＪＥＳＣＯが作成した試案としては、  上記の対策を導入することにより、平成30年  
（北九州、豊田、大阪）～35年（東京、北海道）まで処理期間が短縮される。  

  今後、処理困難物（漏えい機器、大型機器）の処理のため、処理期間に余裕を見  
込む必要がある（さらに２年程度）  

  １～３の対策の具体的内容については、さらに環境省・ＪＥＳＣＯで検討を進める。

  ＪＥＳＣＯが作成した試案としては、  上記の対策を導入することにより、平成30年  
（北九州、豊田、大阪）～35年（東京、北海道）まで処理期間が短縮される。

  今後、処理困難物（漏えい機器、大型機器）の処理のため、処理期間に余裕を見  
込む必要がある（さらに２年程度）

  １～３の対策の具体的内容については、さらに環境省・ＪＥＳＣＯで検討を進める。

  無害化認定処理施設の処理能力の増強（連続型式炉、洗浄方法の活用）
  合理的な処理方法の実用化

C.微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等C.微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等

＜ＪＥＳＣＯ試案＞

車載トランス車載トランス
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ＰＣＢ廃棄物適正処理推進に関する検討委員会 

（とりまとめ素案） 

 

 

１．はじめに 

（１）経緯 

（２）各主体の責務・役割 

（３）処理推進に当たっての基本的な考え方 

 

 

２．ＰＣＢ廃棄物に関する今後の処理推進策について 

 ２－１ 高圧トランス・コンデンサ等 

 ２－２ 安定器等・汚染物 

 ２－３ 微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等 

 ２－４ 無害化処理認定施設の処理対象範囲 

 ２－５ 保管場所での適正な保管等 

 

 

３．処理期限・その他 

３－１ 処理期限 

３－２ その他 

（１）拠点的広域処理体制について 

（２）ＰＣＢ廃棄物処理に関する周知 

  

資料１ 
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１．はじめに 

（１）経緯 

 ○ わが国におけるＰＣＢ廃棄物処理に関する取組は、1970 年代からの長い道

のりを経て現在に至っている。 

○ 1972 年にＰＣＢの製造中止、回収の指示がなされた。回収されたものは廃

棄物として速やかに処理されることが求められるが、当時、わが国にはＰ

ＣＢ廃棄物を処理する施設がなく、当面、電機機器が使用されていた事業

場等で保管されることとなった。 

○ そのような中、電気機器メーカーなどが協力し、財団法人電気絶縁物処理

協会を立ち上げ、処理施設の立地に取り組んだが、全国の 39か所で立地を

試みたにもかかわらず、焼却処理施設の立地は理解を得られず、どこにも

立地できなかった。 

○ ＰＣＢの生産停止・回収指示の後 30年近く処理の目処が立たず、保管され

続けられることとなったが、一方、平成 10年に、厚生省が調査を行い、約

１万 1000 台のトランス・コンデンサ等が紛失しているといった問題が判明

した。また、国際的には「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条

約」の締結に向けた動きが活発になるなど、ＰＣＢの使用廃絶や処理に関

する必要性が高まった。 

○ このような国内外の状況を踏まえ、わが国においてもＰＣＢ処理の必要性

が高まり、平成 13年に「ＰＣＢ廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措

置法」（ＰＣＢ廃棄物特別措置法）が制定され、国が中心となって、処理の

体制を整備していくことになった。具体的には、国が環境事業団（現 日

本環境安全事業株式会社（ＪＥＳＣＯ））を活用して処理施設の整備を推進

し、ＰＣＢ廃棄物の保管者は、法の施行 15 年後（平成 28年 7月）までに

処理を行うことなどが義務付けられた。 

 ○ 処理施設の整備にあたっては、地元の自治体をはじめ、地域住民等の理

解・協力を得て、５地域に立地が可能となったが、処理施設立地の条件と

して、化学処理とすることが提示され、かつ、安全対策に万全を期するこ

と等が立地の条件となった。これを踏まえ、化学処理方式が採用され、Ｐ

ＣＢが直接外部排出されない閉鎖系の処理施設が整備されることとなっ

た。 

○ ＪＥＳＣＯは、順次施設の整備を進め、平成 17年から平成 20年にかけて

５地域の処理施設が稼働を開始した。平成 23年度までに、高圧トランス・

コンデンサ等については、３～４割の処理が完了した段階である。  

○ 安定器等・汚染物については、北九州事業所において平成 21年に処理が開

始され、北海道事業所において平成 25年から処理を開始すべく処理施設の

建設が行われているところである。なお、東京事業所においては安定器の

処理設備については、稼働に問題があり、現在停止している。 
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○ 一方、ＰＣＢ廃棄物特別措置法施行後の平成 14年、ＰＣＢを使用していな

いとされる高圧トランス・コンデンサ等から、微量のＰＣＢが検出される

ことが判明した。 

○ 平成 17年度から、環境省、経済産業省、事業者団体が連携し、その対策の

あり方を検討し、平成 19年度からは中央環境審議会廃棄物・リサイクル部

会に微量ＰＣＢ混入廃重電機器の処理に関する専門委員会が設置され、処

理のあり方について検討された。同専門委員会においては、環境省が平成

17年度から実施してきた焼却実証試験における結果を踏まえ、廃棄物処理

法に基づく無害化処理認定制度を活用した処理体制の確保を行うことが適

当とされ、平成 21年には関連の告示等の改正がなされた。その後、平成

22年６月に第１号の認定がなされ、処理に着手されたところである。 

 

（２）各主体の責任・役割 

○ ＰＣＢ廃棄物特別措置法において、国は処理体制の確保を行うことに努め

ることとなっている。都道府県及びＰＣＢ特別措置法施行令に定める市（以

下「都道府県市」という。）は、保管事業者への指導・助言を行うことが定

められている。 

○ 保管事業者は、法の施行 15年後（平成 28年７月）までに自ら処分を行う

か、処分を委託しなければならないことが定められている。また、保管事

業者は、廃棄物処理法に基づく事業者としての責務も負っており、保管基

準に従った保管、収集運搬業者や処分業者への適正な委託を行うことなど

が定められている。 

○ ＰＣＢを製造した者及びＰＣＢが使用されている製品を製造した者につい

ては、ＰＣＢ廃棄物特別措置法において、ＰＣＢ廃棄物が円滑に処理され

るよう、国及び地方公共団体が実施する施策に協力しなければならないと

規定されている。 

 ○ このほか、関係者が、ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基本計画に定められ

ている役割を果たしつつ、ＰＣＢ廃棄物の処理を早期に完了すべく取り組

むことが必要である。 

 

（３）今後の処理推進に当たっての基本的な考え方 

○ 高圧トランス・コンデンサ等は、概ね順調な処理ができるようになり、安

定器等・汚染物、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等についても処理に着手され

た。しかし、わが国には、いまだにのべ９万か所にＰＣＢ廃棄物が保管さ

れている状況である（ＰＣＢ廃棄物特別措置法第８条に基づく届出集計デ

ータ（平成 22年３月末））。 

○ 既に 40年近く保管され続けている機器も多く、腐食等が進んでいる。最近

でも、保管現場において、漏えい事案が発生しており、ＰＣＢによる環境
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汚染が少なからず生じていることから、早期の処理完了が求められる。ま

た、平成 23年３月に発生した東日本大震災においては、津波により 200

台程度のトランスやコンデンサが流失している。これらのことから、ＰＣ

Ｂ廃棄物の一刻も早い処理完了が求められる。 

○ しかしながら、ＪＥＳＣＯについては、操業開始後に明らかになった課題

への対応の影響があり、また、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等については、

一昨年から処理が始まったばかりであり、現状のペースでは、ＰＣＢ廃棄

物特別措置法で規定されている施行 15年後（平成 28年７月）までに処理

が完了することが困難な状況である。 

 

（処理のペースアップ） 

○ このため、関係者は一刻も早い処理完了に向けて努力することが必要であ

る。 

 ○ 今後、安全確保を最優先としつつ可能な限りの処理ペースアップに取り組

むこととなるが、特に、高圧トランス・コンデンサ等については、処理困

難物の処理という課題にも対応していかなければならない。これは、むし

ろ処理スピードを低下させる要因となるが、ＪＥＳＣＯの知見と経験を活

かしながら、関係者が協力して安全かつ確実な処理方法の調査研究を行い、

実際の処理に当たっても、関係者が協力して対応しなければならない。 

 

（安全性の確保） 

 ○ 一方で、処理施設においては、安全を第一とした操業が最優先されなけれ

ばならない。処理を急ぐあまり、安全対策をないがしろにすることは許さ

れない。 

○ 国やＪＥＳＣＯ等の処理業者が処理の安全性に最大限の措置を講ずること

は当然であるが、都道府県市、保管事業者、収集運搬業者など、処理に関

係する各主体が連携・協力して、安全な処理の確保に努めることが必要で

ある。 

 

（処理体制の確保） 

 ○ ＰＣＢ廃棄物のうち、安定器等・汚染物については、処理体制がない地域

があり、早急な処理体制の確保が求められる。また、安定器等の電気機器

以外のＰＣＢ汚染物の中には、処理体制が明らかでないものもある。これ

らのものについては、国内の存在状況の実態を把握するとともに、処理方

法を明らかにしていき、すべてのＰＣＢ廃棄物について処理体制が確保さ

れるよう関係者が取り組んでいくことが必要である。 

○ 無害化処理認定施設は、ＪＥＳＣＯ操業開始時には存在しなかったが、平

成 22年から微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の処理で実績を積んでおり、環
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境省における焼却実証試験結果を踏まえつつ、その活用を図ることが適当

である。 

 

（ＪＥＳＣＯ地元地域への協力） 

 ○ ＪＥＳＣＯ処理施設が立地する地元自治体においては、地域への安全が確

保されていることを担保するために環境モニタリングを行ったり、監視委

員会を開催するなど地域住民への理解を醸成するための取組に相当な手

間と時間をかけている。また、収集運搬業者に対する安全な作業に関する

普及啓発や、処理完了に向けた未届出者の掘り起こし作業に力を入れるな

ど、様々な取組に力を入れている。 

○ ＪＥＳＣＯ事業所の地元自治体以外の地域においても、地元自治体の施策

に最大限協力することが求められる。例えば、都道府県市が地域ごとに開

催している広域協議会の場を、それぞれの取組に関する情報交換や、ＪＥ

ＳＣＯ等の処理業者、事業者団体との連携の場として活用するなどの取組

が期待される。 
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２．ＰＣＢ廃棄物に関する今後の処理推進策について 

 

２－１高圧トランス・コンデンサ等 

（１）現状・課題 

① 処理対象量 

ア．ＰＣＢ廃棄物特別措置法に基づく届出 

○ ＰＣＢ廃棄物の保管事業者は、ＰＣＢ廃棄物特別措置法第８条に基づ

き毎年１回保管の状況を都道府県市に届け出ることとなっており、こ

の届出情報によると、平成 22年 3月末時点に全国で、高圧トランス

が 34,298 台、高圧コンデンサが 246,631 台が保管されている。 

 

イ．ＪＥＳＣＯに登録されている機器 

○ ＪＥＳＣＯでは、効率的な処理が実施できるよう、処理の委託契約を

行う前に、保管事業者に対し機器の登録を働きかけている。ＪＥＳＣ

Ｏ登録台数を、表１のＡ欄に示す。 

 

ウ．処理対象量 

○ アの届出については、高圧トランス・コンデンサか微量ＰＣＢ汚染廃

電気機器等かの識別がつかない届出が少なくない。環境省・ＪＥＳＣ

Ｏが協力して、届出データとＪＥＳＣＯ登録データを突合する作業を

行っている。また、環境省が経済産業省から使用中の機器に関する情

報の提供を受けている。これらのデータ等を考慮して、ＪＥＳＣＯ処

理対象量を推計している。 

 

   （届出済かつＪＥＳＣＯ未登録の台数） 

○ 都道府県市に対しＰＣＢ廃棄物特別措置法第８条の届出をしている

が、ＪＥＳＣＯに対しては未登録である台数の推計を表１のＢ欄に示

す。 

 

   （ＪＥＳＣＯ未登録かつ使用中の台数） 

○ 使用中の機器については、ＰＣＢ廃棄物特別措置法第８条の届出対象

とはならないが、電気事業法に基づく電気報告規則に基づき、産業保

安監督部等に届出がなされている。当該データを用いたＪＥＳＣＯ未

登録の台数の推計を、表１のＣ欄に示す。 
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表１ 高圧トランス・コンデンサ等の処理対象量の推計値 

 Ａ．JESCO 登録

台数 

Ｂ．届出済かつ

JESCO 未登録

の台数 

Ｃ．使用中の台

数 

合 計 

高圧トランス 16,735 686 307 17,728 

高圧コンデンサ 278,424 31,155 19,790 329,369 

 

エ．課題 

○ 上記以外にも、ＰＣＢ廃棄物特別措置法及び電気関係報告規則のどち

らの届出も行っていない事業者がいることが見込まれる。これらの者

について、環境省や都道府県市は、関係府省や事業者団体等と連携し、

確実な届出が行われるよう呼びかけを行うことが重要である。また、

届出のあった事業者については、円滑な処理を確保するため、ＪＥＳ

ＣＯへの登録を確実に行わせることが必要である。 

 

② 処理の進捗状況 

○ 平成 23年度末時点での処理済み台数を表２に示す。また、同表に、

処理進捗状況についても示す。 

 

表２ 高圧トランス・コンデンサ等の処理進捗率 

 処理対象機器

の推計台数 

処理済み台数 

（平成 24 年３

月末時点） 

進捗率 

（処理対象機器の

推計台数ベース） 

北九州事業 トランス 3,038 1,822 60.0% 

コンデンサ 52,623 23,970 45.6% 

豊田事業 トランス 2,614 1,236 47.3% 

コンデンサ 55,567 21,348 38.4% 

東京事業 トランス 4,275 1,486 34.8% 

コンデンサ 77,978 16,383 21.0% 

大阪事業 トランス 3,395 1,732 51.0% 

コンデンサ 78,350 30,353 38.7% 

北海道事業 トランス 4,406 1,820 41.3% 

コンデンサ 64,851 20,027 30.9% 

合 計 トランス 17,728 8,096 45.7% 

コンデンサ 329,369 112,081 34.0% 
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③ 処理完了までに要する期間 

○ ＰＣＢ廃棄物処理基本計画（ＰＣＢ廃棄物特別措置法第６条第１項に

基づき、環境大臣が策定）においては、各施設での事業完了の予定時

期を平成 28年３月としている。 

○ 今後、現状の年間ペースで処理が進むとした場合について、処理にか

かる期間をＪＥＳＣＯが推計したところ、別添１のようになると見込

まれる。平成 27年度中に全体の７～８割程度の処理が終わるが、全て

の処理は完了しない見込みである。 

○ 各事業所とも、大型トランスについて特に処理に長い期間が必要とな

っている。東京事業所においては、現状では大型トランス（重量５ト

ン以上のもの）は、年間 15台程度の処理にとどまっており、今のペー

スを続けた場合、処理完了に平成 49年までかかることになる。 

○ 車載型トランスについては、豊田事業所では、今のペースを続けた場

合、処理完了に平成 48年までかかることになる。これは、東海道新幹

線車両に使われた車載型トランスが多くを占め、保管場所が豊田事業

エリア内にあることが影響している。 

○ コンデンサについては、東京事業所と大阪事業所で比較的長い期間が

必要となっている。大阪事業所は、ポリプロピレンやポリエチレンが

使用されたコンデンサが影響し、処理効率低下の原因となっている。

豊田事業所では、特殊コンデンサ（約 5,000 台）について現状の設備

では作業環境上の問題があり、対策が必要である。同様に、北海道事

業所においては、大型コンデンサ等について現状の設備では作業環境

上の問題があり、対策が必要である。 

 

④ ＰＣＢ廃棄物処理基本計画に定められた予定年次（平成 28年３月）ま

でに処理が完了しない原因 

○ ＪＥＳＣＯにおける高圧トランス・コンデンサ等の処理事業は、地元

の理解を得て、安全・確実な処理を行うため、以下のような条件を満

たす必要があった。 

 処理物の多様性、複雑性への対応 

処理物の種類、構造が多種多様であり、長期の使用や保管で劣化が

生じている。 

 化学処理を用いた処理システム 

先行事例がほとんどない高濃度ＰＣＢの化学処理を行う。 

 閉鎖系での処理 

施設外部へのＰＣＢの拡散を防ぐために厳重な閉鎖系での処理と

する。閉鎖系内で安全な労働環境を確保することの困難性への対応。 
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 厳重な安全対策 

環境安全のため、設備面、操業面での多重の対策を行う。 

 

○ トランス・コンデンサ等は、内部に銅線、鉄心、紙、木といった多様

な部材が複雑に組み合わされた構造となっている。ＰＣＢを処理処理

するには、ＰＣＢ油を抜油することに加えて、部材に付着又は染み込

んでいるＰＣＢを部材から分離することが必要である。このため、化

学処理工程の前に、粗洗浄、解体、洗浄等といった、ＰＣＢを部材か

ら分離する多段階の工程を経ることが必要であり、この中には、作業

者が手解体する工程が必要となる。操業開始後、この前処理の段階で

多くの課題が明らかになり稼働の低下につながった。 

○ 特に、実際に作業をしてみると、設計時の知見以上にＰＣＢ揮発量が

多かったため、作業環境の悪化がみられたことが大きな問題となり、

作業時間の制限、作業効率の低下、対策の検討と実施のため、特に操

業初期において処理が遅れる原因となった。血中ＰＣＢ濃度を指標と

した健康管理の導入、局所排気設備の設置等による対策、予備洗浄の

強化など対策が実施されてきている。これらの取組により現状では、

作業員の血中ＰＣＢ濃度が許容値を超えることはみられなくなってき

た。 

○ このほか、紙や木などの含浸物について洗浄等の処理に長時間を要す

ること等が稼働低下の要因となっており、洗浄場所の追加、洗浄工程

の 24時間化、洗浄方法の変更など対策が講じられている。 

○ 施設ごとの稼働状況、処理ペースが低下した原因について、ＪＥＳＣ

Ｏが別添２にまとめている。 

○ ＪＥＳＣＯ施設の処理能力は、ＰＣＢ廃棄物特別措置法に基づく処理

期限（平成 28年７月）までに処理を完了するよう設計された。設計能

力は、操業開始から終了まで施設の処理能力が 100%発揮できるという

条件で計画されている。これに対して、以上のような操業開始後の問

題への対応による立ち上げの遅れ（一部事業所では計画的に段階的な

立ち上げを行った）や稼働の低下、また、豊田事業所や東京事業所に

おいてはＰＣＢの漏えい事故への対応で長期停止を行ったことなどか

ら、現状では処理が遅れている。 

○ ＪＥＳＣＯにおいては、ＰＣＢ廃棄物の処理に関する経験を積み重ね、

施設の改良、操業方法の改善等の対策を進めてきた結果、近年は、全

体として設計能力の８割程度が確保されており、中には設計能力以上

の能力を発揮している事業所もある。一方で、一部の事業所・工程に

おいては、未だ処理能力が上がっておらず、また、特定の機器につい

て現在の設備では処理が難しいものもある。 
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⑤ 漏えい機器・超大型トランス等 

○ ＰＣＢが外部に付着した漏えい機器や超大型機器等については、保

管場所からの搬出が困難であることや、ＪＥＳＣＯの工程では処理

が困難又は処理効率が悪い等の理由から、これまで処理が順調に進

んでいない。 

ア．漏えい機器 

○ トランス・コンデンサの筐体から、ＰＣＢがにじみでているもの、

ＰＣＢが漏れて保管容器にたまっているものがある。漏えい機器に

ついては、ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドラインが作成され、これ

に基づく収集運搬が可能となったが、収集運搬業者による密閉型運

搬容器の整備がまだ不十分である。 

○ ＪＥＳＣＯは、処理に必要な設備改造を順次進めている。 

   イ．超大型トランス等 

○ 機器の寸法・重量等の制約から保管場所からの搬出、ＪＥＳＣＯへ

の搬入が困難なトランスがある。保管事業場における抜油、部品取

り外し作業により技術的に搬出可能なものと、このような作業をし

ても搬出困難なものとがある。 

○ 車載トランスは、内部構造の複雑性等により、洗浄工程で当初想定

の数倍の時間が必要となっている。 

 

（２）今後の処理推進策について 

第３回検討委員会資料２をベースに作成 

① ＪＥＳＣＯにおける操業の改善、施設改造等 

ア．処理における律速工程の改善、効率化 

○ 処理律速工程の改善について、外部の知見や経験を活用しつつ、今後

も不断の努力を続けることが必要である。 

○ また、ＪＥＳＣＯにおける処理技術の改良のための調査検討を一層進

めることが必要である。その際、処理における作業性向上にも配慮し

ながら検討を進めることが重要である。 

イ．処理施設の改造 

○ 定期点検時（約１ヶ月間）等に実施できるような小規模なものについ

ては、従来から取り組んできたところであるが、今後も、その効果を

見極めつつ、積極的に改造を行うことが必要である。 

○ 中規模・大規模な改造については、その効果が十分大きいと考えられ

る場合に実施すべきである。 

○ 施設改造に関してＪＥＳＣＯが検討した試案を別添３に示す。 
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ウ．設備の点検、補修、更新 

○ ＪＥＳＣＯの各事業所においては、毎年、定期的な点検・補修を実施

し、設備の健全性の維持、確保に努めているところであるが、操業期

間の経過に伴う経年劣化の進行も想定されることから、従来にも増し

て、経年劣化を踏まえた計画的な点検・補修又は更新を行う必要があ

る。 

 

エ．作業従事者の安全確保 

○ 従来より作業従事者の安全確保には万全が期されているところである

が、モチベーションを上げる観点からも引き続き重視していくことが

必要である。その際、作業従事者の安全を確保することは、周辺の安

全対策にも資するものであるとの認識をもって行うことが重要である。 

○ 中規模・大規模な改造を行う際には、設計当初の段階から、産業医に

よる助言等を得て、作業環境の安全を確保することが必要である 

 

オ．その他 

（従業員のモチベーション向上） 

○ 従業員のモチベーションを向上することは、確実、迅速な作業を行う

上で重要である。また、これは定着率の向上にもつながる。 

○ また、ＰＣＢ処理という我が国の廃棄物処理分野における極めて大き

な課題を解消するための職責を担っているという自負心や、世界でも

トップレベルの安全対策を敷いている施設で働いていることの理解も

重要である。その際、経営陣と従業員のコミュニケーションの向上を

図ることも重要である。 

○ さらに、安全性確保や処理量向上に寄与した従業員の表彰、資格取得

の奨励などの取組、特許の取組など従業員の創意工夫をいかす取組も

重要である。 

 

（トラブル・事故対策） 

○ トラブル・漏えい事故等の対策については、引き続き、ヒヤリハット

等の情報の収集活用、従業員の教育訓練等により未然防止に努めると

ともに、情報共有を徹底し、地域への説明を十分行うことが必要であ

る。 

○ ＪＥＳＣＯの事業所においては、これまで以上に運転会社や、設計・

施工会社と十分連携を図り、事故・トラブルの削減に努めることが必

要である。 

     

  （コミュニケーションの推進） 
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○ ＪＥＳＣＯは、処理事業における安全確保への取組について、地域住

民をはじめ幅広く理解されるよう、各地域での監視委員会への対応、

見学者の受入れ、その他情報発信などに積極的に取り組むことが必要

である。 
○ また、処理契約の仕組み、処理の状況、処理困難物の問題等について、

保管事業者の理解を得られるよう丁寧な説明に努めるなど、コミュニ

ケーションの推進を図ることが必要である。 
 

（災害対策） 

○ 地震等の災害対策のため、緊急時に対応できるハード・ソフトの体制

が整備されてきたところであるが、大津波等による影響も検討し、災

害への備えを十分図ることが必要である。 
 

② 全国的な視点に立った５事業所施設の有効活用 

○ 現在まで、各事業所ごとに処理するエリアを決めて、そのエリア内に

存在する機器の処理が行われてきた。 

○ しかしながら、ある事業所では処理に困難な条件があり処理スピード

が上がらない一方、他の事業所では円滑に処理することが可能な機器

が存在する。 

○ 処理に困難な条件がある機器については、関係者の理解と協力を得て、

円滑に処理する能力のある別の事業所も活用して処理を行い、処理の

促進を図ることが必要である。 

○ 二次廃棄物の処理についても、各事業所の処理能力を活用して処理を

行うことが必要である。（北九州事業所、大阪事業所の真空加熱分離（Ｖ

ＴＲ）処理に伴う粉末廃活性炭等） 

○ 別の事業所で処理する場合には、受け入れ先の事業所の処理に大きな

影響を与えないようにすることに留意する。  

○ ５事業所施設の有効活用策について、ＪＥＳＣＯが検討した試案を別

添３に示す。 

 

③ 二次廃棄物処理の無害化処理認定施設の活用 

○ 活性炭、防護服等の二次廃棄物については、既に相当量が発生し、事

業所内で保管されている状況である。これらをＪＥＳＣＯ施設で処理

すると、本来処理すべき高圧トランス・コンデンサ等の処理が停滞し

てしまう。ＪＥＳＣＯの処理施設は、高濃度のＰＣＢ廃棄物を優先し

て処理するようにしていくことが必要である。 

○ 二次廃棄物のうち低濃度のものについては、無害化処理認定施設も活

用して処理の促進を図るべきである。（無害化処理認定施設の活用に関
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する詳細は２－４を参照。） 

 

④ 内部構成部材（紙、木等）処理の無害化処理認定施設の活用 

○ 含浸物は、一定の濃度まで洗浄すると、それ以上の濃度低減に極めて

長時間・多大な労力を要し、処理のペース低下要因になっているため、

一定濃度まで洗浄等した後は、無害化処理認定施設も活用して処理の

促進を図るべきである。（無害化処理認定施設の活用に関する詳細は２

－４を参照。） 

○ さらに、高圧トランス・コンデンサ等のコアなどに含まれる非含浸物

についても、一定濃度まで洗浄した後は同様に処理することについて、

検討を進めるべきである。 

 
⑤ 機器の搬入等 

○ ＪＥＳＣＯ施設においては、処理ラインごとに機器が均等に搬入され

ない場合、稼働しないラインが生じてしまい、施設の効率的な稼働が

できなくなる。 
○ 廃棄物処理施設における廃棄物の保管量の上限については、１カ所に

多くのＰＣＢ廃棄物が集積することを考慮しつつ検討を行うことが必

要である。 
○ 保管事業者は、都道府県市、ＪＥＳＣＯ等との連絡調整を踏まえて、

円滑な処理のため、処理ラインごとバランスよく機器が搬入されるよ

う取り組むことが必要である。 
○ 一方、ＪＥＳＣＯ処理施設の特徴を踏まえ、特別管理産業廃棄物の処

理期間（マニフェストの写しの送付を受ける期間）を延長することに

ついては、その効果と影響を考慮しつつ、今後の対応について検討を

進めることが必要である。 
 

⑥ 漏えい機器、超大型機器等 

○ 漏えい機器、超大型機器等のうち、保管場所での対応や収集運搬、処

理に関し技術の開発が必要なものについては、国、保管事業者、ＪＥ

ＳＣＯ、製造者等が、その責任・責務に応じた役割分担の下に、協力

して技術開発に取り組む必要がある。 
○ ＪＥＳＣＯは、これらの機器の受入が可能となるよう、必要な工程の

改良等を行う必要がある。 
○ 保管事業者は、これらの機器について、補修、抜油、付属品の取り外

し等の必要な措置を講ずる必要がある。 
○ 保管現場での作業についての廃棄物処理法上の適切な取り扱いについ

て、検討を行うことが必要である。 
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（漏えい機器） 
○ にじみ漏れ程度の軽微な漏えいのある機器については、保管現場にお

いて保管事業者が補修を実施することが必要である。 
○ また、収集運搬業者においては、漏えい機器を運搬するための密閉型

運搬容器の整備を進めることが求められる。 
○ 都道府県市においては、保管現場での補修、適正な収集運搬の確保に

ついて、保管事業者及び収集運搬業者に対する指導・助言を行うこと

が必要である。 
○ ＪＥＳＣＯにおいては、設備改造等を行い、液漏れのある機器の適切

な受入、処理を行うことが必要である。 
   （超大型トランス等） 

○ 超大型トランス等のうち、現地での抜油、付属品の取外しにより搬出

が可能なものについては、保管事業者は、この方法による対応を推進

すべきである。 
○ 搬出技術が確立していない超大型トランス等については、保管事業者、

ＪＥＳＣＯ、製造者が協力して、現地での解体等の技術開発を進め、

実用化を図ることが必要である。また、車載トランスその他の機器に

ついても、効果が見込まれるものについて同様の措置を講じることが

必要である。 
 

⑦ 処理完了までに要する期間 

○ ＪＥＳＣＯが第３回検討委員会に提出した 12 月時点の試算によれば、

概ね平成 35 年度までには、処理期間を短縮することができる見通しで

ある（別添４）。これについては、上記①～⑥の対策の一層の取組を含

めて、環境省・ＪＥＳＣＯでさらに検討を進めることが必要である。

また、その実施については地元地域の理解を得ることに努めることが

必要である。 
○ この見込みの処理期間までに処理が完了するためには、処理能力に応

じた廃棄物が確保されることが前提であるので、保管事業者は計画的

な機器の搬入に協力することが求められる。この場合、都道府県市の

役割も重要である。 
○ ただし、現状の処理台数については、今後、相対的に処理が困難な機

器が増えてくること、また、処理残り台数の減少に伴い、ＪＥＳＣＯ

施設への効率的な搬入が難しくなることから、年間の処理台数が減少

する可能性がある。また、超大型トランスについては、今後、その処

理方策を個別に検討しなければならないことに留意することが必要で

ある。さらに、現在使用中の機器の全容が把握できているとは言えず、

今後、処理対象台数が増加する可能性がある。 
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○ このため、処理期間の設定に当たっては、２年程度の余裕を見込むべ

きである。 
○ なお、以上のような取組をしても、２年程度の余裕を含め、その後に

未処理物が現れる可能性についても留意し、その段階での処理のあり

方について、環境省及びＪＥＳＣＯは、必要な検討を始めることが重

要である。 
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２－２安定器等・汚染物 

 

（１）現状・課題 

○ 北九州事業については、安定器等・汚染物の処理施設を安定稼動できる

ようになってきたが、処理量の増大、多様な汚染物についての処理方法

確立について更に取り組む必要がある。 
○ 北海道事業については、施設の建設を速やかに進め、安定稼動を確立し

ていく必要がある。 
○ 豊田事業、大阪事業エリアにおいては、従前より施設立地の努力をして

きたところであるが、現状では、施設整備の見込みは立っていない。ま

た、東京事業所については、元々安定器等のみを処理対象物としていた

ため、感圧複写紙等の汚染物の処理体制は未整備である。 

○ 東京事業所の安定器の処理設備については、稼動に問題があり停止して

いる状況である。専門家による技術的検討の結果（※）を踏まえれば、

東京事業所の設備は高圧トランス・コンデンサ等の処理に集中させ、東

京事業エリアの安定器処理については、豊田・大阪事業エリアと併せ早

期に別途適正処理が確保されるよう措置すべきである。 
 ※ＪＥＳＣＯ技術部会での検討結果 

 
○ 現時点で処理の見込みが立っていない地域の保管事業者は、いつまで保

管を続けなければならないのかという不安が強い。長期保管により紛失

等が懸念され、処理体制の整備の具体的な方針を早期に明らかにするこ

とが必要である。 
○ 処理の見込みの立っていない地域の自治体からも、早期に処理体制を整

備することについての要望が強い。国は、関係の自治体と連携し、早期

の処理体制の整備を図ることが必要である。 
○ 安定器等・汚染物については、その実態が必ずしも明らかになっていな

いため、対象物の種類、量及び性状について、更に実態把握を進めてい

くことが必要である。 
 

（２）今後の処理推進策について 

第４回検討委員会資料４をベースに作成 

○ 北九州・北海道事業所の処理施設において、自らのエリアの安定器等・

汚染物の処理を行い、処理終了の見通しがついた後、高圧トランス・コ

ンデンサ等の処理をしている期間内は、施設立地自治体の理解を得るこ

とを前提に、豊田事業、東京事業、大阪事業エリアの安定器等・汚染物

の処理を行い、当該期間内に全国のすべての安定器等・汚染物の処理が

終わることが望ましい。 
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○ しかしながら、現状の処理実績に照らすと、北九州・北海道事業所にお

いて、豊田・東京・大阪事業エリアの処理を行っても、当該期間内のみ

では、相当な量の処理が終わらないと見込まれる。 
○ このため、早期の処理完了を目指し、ＪＥＳＣＯは、北九州・北海道エ

リアの処理推進に努めるとともに、国は、豊田・東京・大阪事業エリア

における処理体制の確保に具体的に取り組むべきである。 
○ その上で、北九州・北海道事業所については、当該エリアの安定器等・

汚染物の処理終了の見通しがついた時点で、全国の残存する廃棄物量や

安定器等・汚染物の処理状況を踏まえ、国は、処理体制の方向性につい

て判断することが適当である。 
○ 以上の検討のため、今後、環境省と自治体等との協議の場を設けるべき

である。 
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２－３微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等 

（１）現状・課題 

① 無害化処理認定施設の状況・課題 

（認定の状況） 
○ 無害化処理認定施設については、平成 22 年６月に最初の認定がなされて

以来、現在までに５施設が認定され、処理が本格的に始まった。 
○ 環境省では、安全かつ確実な処理が行われるよう、焼却処理に関するガ

イドラインを作成している。また、認定に当たっては、学識経験者等か

らなる委員会において技術的な評価を行っている。 
○ 現在認定されている施設については、絶縁油のみ処理が可能な施設が多

く、筐体・内部部材の処理能力は限られている。 
○ 一部の施設において、固定床炉や連続処理式炉による筐体・内部部材の

処理が始まっているが、現状では、処理が少ないため、ＰＣＢ廃棄物特

別措置法の処理期限までの処理は困難な状況である。 
 
（認定施設の課題等） 
○ 今後、連続処理式炉の処理施設は増えることが見込まれており、また、

洗浄方式を活用した処理施設等の大きな処理能力を持つ施設の操業が期

待される。 
○ 認定事業者に対する支援制度としては、税制優遇措置が設けられている。

また、平成 21～23 年度に、都道府県と連携して、無害化処理認定施設

に係る施設整備費の補助を実施している。 
○ 産業廃棄物処理事業者に対し、ＰＣＢ処理に対する意識や課題について

調査を行ったところ、８割以上の産業廃棄物処理事業者が処理に関心を

示す一方で、処理事業を行うに当たっての課題について、認定申請手続

きの煩雑さ、地元の理解、投資対効果・採算性を挙げている事業者が多

い。 
○ 無害化処理認定の申請を行おうとする者は、申請書に実証試験の結果を

添付することが必要であるが、しばしば、地元の理解が得られず、実証

試験を実施することが困難な場合がある。 
 

② 課電自然循環洗浄法の活用 

○ トランスの絶縁油を入れ替えて、一定期間課電することにより内部部材

の洗浄を行う処理技術が提案されている（課電自然循環洗浄法）。 
○ 機器の使用中に絶縁油を入れ替えることで、ＰＣＢ廃棄物となる機器の

数量を削減できる可能性がある。 
 

③ 様々な機器に対応するための処理方法の多様化 
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○ 大型の機器などの移動困難な機器を、移動式の設備を用いてその保管場

所等で処理を行う処理方式や、洗浄方式を活用した処理方法等について、

技術的な観点から評価を実施している。 
○ ＯＦケーブルなどの処理方法について、実証試験を行い、安全かつ確実

に処理する方法が確立しつつあり、今後、処理を行う事業者の認定が期

待される。 
 

④ 電気機器の製造年によるＰＣＢの混入の有無について 

○ 電気機器メーカー（（社）日本電機工業会の加盟メーカー）は、1990 年

（一部 1991 年）以降製造の機器については、出荷時におけるＰＣＢの

混入は無いと判断している。 
○ 実測されたデータにおいては以下のような状況（別添５にデータを示す）。 

 トランス等（製造出荷後、注油、油交換等の絶縁油に係るメンテナ

ンス等が可能な機器）については、1993 年製造までは、検出事例

がみられるが、その後は、検出事例がほとんどみられない。 
 コンデンサ（製造出荷後、注油、油交換等の絶縁油に係るメンテナ

ンス等が不要（不可能）な機器）については、1980 年代中頃製造

から検出事例が低減し、1990 年以降に製造された機器についてＰ

ＣＢ混入はみられていない。 
 

（２）今後の処理推進策について 

第５回検討委員会資料２をベースに作成 

① 処理能力の増強 

○ 環境省は、引き続き、無害化処理認定制度の着実な運用を図ることが重

要である。また、税制優遇や財政支援策等による支援に努めることが必

要である。 
 現在は、燃焼温度が 1,100℃以上のものに関して認定を行ってい

る。絶縁油については、1,100℃未満（850℃以上）の焼却処理施

設においても、安全かつ確実に処理を行うことを確認している。

今後、実証試験を行いつつＰＣＢ汚染物を含め 850℃以上につい

ても認定の対象として制度を運用する。 
 現在認定されている事業者については、燃焼炉などの主な設備は、

ＰＣＢ処理のために新設したものではなく、従来から処理を行っ

ていた焼却処理施設を活用している。一方、専用タンク等の受入・

保管施設や、専用配管や吹き込みノズル等の炉への供給施設は、

新たに整備している事業者が多い。 
 ＰＣＢ処理を早期に完了させるには、今後は、処理能力の限られ

ている筐体・内部部材の処理を行う者を中心に財政的な支援を行
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うことが重要である。 
○ 無害化処理認定制度について、産業廃棄物処理事業者や市町村などの関

係者の理解の増進を図ることが必要である。環境省は、従来から実施し

てきた無害化実証試験の結果を活用し、ＰＣＢ廃棄物を安全かつ確実に

処理できることを説明するための資料作成などを通じて、地域等への説

明に関する支援を行うことが必要である。その際、ＰＣＢ廃棄物の保管

に伴う汚染のリスクに鑑み、処理施設を増やし処理能力を確保すること

の必要性が理解されるよう工夫することが重要である。 
○ 都道府県・政令市による許可事業者が１件存在しており、今後とも都道

府県市における許可が推進されることが期待される。 
 

② 課電自然循環洗浄法の活用 

○ 課電自然循環洗浄法について、技術的な観点からの検証等により、実用

化のための検討を行うことが適当である。 
 絶縁油を入れ替えて、入替え後の絶縁油のＰＣＢ濃度が飽和する

までに要する期間、絶縁油の測定による汚染の有無の確認方法に

ついての検討。 
 技術が適用できる対象機器の検討。 

○ 使用されている電気機器等の洗浄の実用化、及びその実施に向けて、関

係省と連携して、引き続き検討を行うことが適当である。 
 

③ 様々な機器に対応するための処理方法の多様化 
○ 移動式の処理について、無害化処理認定制度の適切な運用に留意しつつ、

無害化処理認定制度による認定を行うことが適当である。 
○ 洗浄方式等の活用により、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の特性を踏まえ、

特に筐体や内部部材を安全かつ合理的に処理する方策について、技術的

な検討を行うことが適当である。 
 

④ 電気機器の製造年によるＰＣＢの混入の有無について 

○ 封じ切り機器であるコンデンサについては、1991 年以降に国内で製造さ

れた機器のうち、日本電機工業会の加盟メーカーが生産した機器は、汚

染がないと言える。（輸入された機器など特別な配慮が必要なものがある

ことに留意が必要である。） 
○ トランスのような絶縁油の交換が可能な機器については 1994 年以降は

検出事例がほとんど見られず、ＰＣＢが検出されている場合は、出荷時

点においてＰＣＢが混入していない機器が、メンテナンス等で汚染され

た可能性があると推察される。このため、1994 年以降に製造された機器

のうち、日本電機工業会の加盟メーカーが生産した機器について、絶縁
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油に係るメンテナンスが行われていないこと、又は、汚染のない油への

入替え等が行われていることを確認できれば、ＰＣＢの汚染がないと言

える。（ただし、特定のメーカーの一部の機器について、1994 年までに

出荷した機器に、1989 年以前に製造された新油絶縁油を使用したものが

あり、ＰＣＢの混入の可能性があると判断しているため、これらの機器

については個別に判断する必要がある。また、コンデンサと同様に輸入

された機器など特別な配慮が必要なものがあることに留意が必要であ

る。） 
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２－４無害化処理認定施設等 

（１）現状・課題 

○ 平成 17 年度から微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等を試験試料とした産業廃棄

物処理施設における焼却実証試験が実施され、これらの知見を踏まえ、平

成 21 年に廃棄物処理法に基づく無害化処理認定制度の対象に微量ＰＣＢ

汚染廃電気機器等が加えられた。 

○ また、平成 21 年度からは、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等以外のＰＣＢを

含む廃棄物についても焼却実証試験が行われてきた。（今までの試験の概

要を別添６に示す。） 

 

（２） 今後の処理推進策について 
第５回検討委員会資料７をベースに作成 

① 無害化処理認定施設での処理対象範囲について 

○ 平成 21 年度から微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等以外のＰＣＢを含む廃棄

物について、試験試料のＰＣＢ濃度を数百 mg/kg、数千 mg/kg 程度と段

階的に上げて試験が行われてきた。 

○ その結果、いずれの実証試験においても、ＰＣＢを安全かつ確実に処理

できることが確認されたことから、ＰＣＢ濃度が 5,000mg/kg 以下のもの

を無害化処理認定施設における処理対象物とすることが適当である。 

○ なお、認定申請の書類として、実証試験の結果を添付することとなるが、

個別の認定施設においては、実証試験により安全かつ確実に処理するこ

とができると確認された濃度の範囲内での処理を行うことが適当である。 

○ 実証試験においては、汚泥、廃活性炭、紙くず、繊維くず、廃プラスチ

ック類、廃アルカリなどの廃棄物の種類による処理困難性は特に認めら

れていない。 

○ その他に産業廃棄物の種類としては、トランス等のパッキン（ゴムくず）、

試験試薬びん（ガラスくず）等があるが、上記の結果を踏まえれば、こ

れらについても、付着しているＰＣＢは問題なく処理できると考えられ

る。 

○ ＪＥＳＣＯの処理物（ＪＥＳＣＯにおいて一定の濃度まで洗浄した紙、

木等）についても実証試験において安全かつ確実に処理できることが確

認された。 

○ 実証試験の結果から、処理に当たり廃電気機器の構造や、廃棄物の状態

（通気性など）が重要であると考えられる。 

○ このため、個別の無害化処理認定施設においては、実証試験の結果によ

り安全かつ確実に処理することができるという説明が可能な範囲のＰＣ

Ｂ汚染物を対象に処理を行うことが適当である。 

○ 今後も、技術的な観点からの検討や実証試験を行うことにより、無害化
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認定処理施設での処理条件等の検討を行うことが必要である。 

 
② 産業廃棄物処理施設の技術上の基準について 

○ 実証試験においては、微量ＰＣＢ汚染絶縁油について、850℃以上でも

安全かつ確実に処理できることを確認している。 
○ このため、微量ＰＣＢ汚染絶縁油に限り、産業廃棄物処理施設の許可要

件を 850℃以上とすることが適当である。その他のＰＣＢ廃棄物につい

ても、今後の実証試験の結果、安全かつ確実に処理できることを確認で

きた範囲で、許可要件の変更を検討することが適当である。 
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２－５ 保管場所での適正な保管等 

 
（１）現状・課題 

○ 現在わが国において、ＰＣＢ廃棄物は、のべ９万カ所以上に保管されて

いる。廃棄物処理法において、漏えいや揮散等を防止するための保管基

準が規定されており、保管事業者は、法令に則して、適正な保管しなけ

ればならない。 
○ 保管期間が長期間に及んでいる機器が多く、機器の老朽化が進んでいる。

また、事業の廃止や事業場の移転、担当者の交代等が原因となり適正な

保管が継続されないおそれのある事業場も見受けられる。 
○ 実際、保管現場においては、最近でも 30～40 件程度の漏えい事案が発

生しており、ＰＣＢによる環境汚染が少なからず生じている状況である。

また、年間 30～50 件程度の紛失事案が発生するなど、不適正な保管や

処分が行われている状況である。 
○ ＰＣＢ廃棄物特別措置法第８条において、保管事業者は、毎年１回、保

管状況等について、都道府県市に届け出ることとなっている。この届出

では、機器の種類及び量（台数等）に加え、機器の保管状況、漏えいの

おそれ等についても届け出ることとなっている。 
○ ＰＣＢ廃棄物を保有している事業者の中に、ＰＣＢ廃棄物特別措置法第

８条に基づく届出をしていない者がいる。 
○ 都道府県市は、保管事業者に対し、ＰＣＢ廃棄物特別措置法第８条の届

出を徹底させた上で、適正な保管が確保されるよう指導・助言を行う役

割を有している。 
○ なお、電気関係報告規則に基づき、電気事業者又は自家用電気工作物を

設置する者は、ＰＣＢを含有する絶縁油が使用された電気工作物が判明

した場合、又は廃止した場合に、産業保安監督部等に届出を行うことと

なっている。 
○ ＪＥＳＣＯは計画的・効率的な処理を進めるため、処理の受託に先立ち、

機器の登録手続きを設けている。ＰＣＢ廃棄物特別措置法第８条の届出

をしている事業者の中にＪＥＳＣＯに登録していない者がおり、円滑な

処理を推進するため、都道府県市と連携して登録を促進させる必要があ

る。 

○ トランス等を数十年保管している事業者が多く、中には、すでに事業を

廃止しているなどで、処理費用の負担が困難な者がおり、これらの者が

適正に処理委託をするよう促すことが必要である。 

○ 環境省が作成したＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドラインに基づき収集・

運搬の作業が行われているが、必ずしも本ガイドラインに基づく作業が

徹底されていない場合があるという報告がある。 
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（２）今後の適正保管等の確保について 

第６回検討委員会資料８をベースに作成 

① 保管事業者の責務に関する理解の増進 

○ 都道府県市は、保管事業者のＰＣＢ廃棄物の適正な保管・処分に関する

責務について、立入検査やＰＣＢ廃棄物特別措置法第８条の届出の際な

ど、あらゆる機会をとらえて保管事業者に対して情報提供を行い、理解

の増進を図ることが必要である。 
○ 環境省は、適正な保管方法をわかりやすく説明した普及啓発のための資

料を作成するなど、都道府県市の取組を支援することが必要である。 
 

② 都道府県市の保管事業者への指導の徹底 

ア．保管状況の把握 

○ 都道府県市が保管事業者に対して指導を行うためには、まず、保管状況

（台数、機器の状態等）の把握を行うことが必要である。このため、保

管事業者にＰＣＢ廃棄物特別措置法第８条に基づく保管状況等の届出を

確実に行うことを徹底させた上で、その内容をきちんと把握することが

求められる。 
○ 都道府県市は、第８条に基づく届出の内容について、保管状況に変化が

ないか把握することが必要である。（保管台数に変化がある場合は、適正

に処分がなされたことを確認することが必要。） 
○ また、電気関係報告規則に基づき、電気工作物の廃止の届出を行った事

業者が、確実にＰＣＢ廃棄物特別措置法第８条に基づく届出をしている

か確認することが必要である。 
○ ＰＣＢ廃棄物特別措置法第８条の届出様式について、適正な保管・処分

を確保するため、把握すべき内容を検討し、必要に応じて見直しを行う

ことが適当である。 
 

イ．立入検査の計画的・効果的な実施等   

○ 都道府県市による立入検査の実施状況について、110 都道府県市のうち

約３割については、３年以内にすべての事業所の立入検査を行っている。

都道府県市においては、これらの取組を参考にしつつ、計画的に繰り返

し立入検査を行うことが求められる。 
○ 特に、事業の廃止、事業場の移転、建物の売却があった場合などは、重

点的に立入検査を実施することが必要である。 
○ 立入検査を行った際、保管方法に加え、機器の腐食状況などを確認し、

漏えいのおそれがないか点検し、適切な指導・助言を行うことが重要で

ある。 
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 破損・漏えいにより、機器の補修や密閉容器での保管が必要な場合

は、環境汚染の防止を確実に図るための指導・助言を行う。 
○ 環境省は、都道府県市に対して、適正な保管のあり方や、漏えい防止対

策（保管場所での補修等）について、技術的な助言を行う。また、漏え

いが生じた保管場所における室内空気の汚染状況に関する知見の充実に

努めることが必要である。 
 

③ 紛失・不適正処理の防止 

○ 都道府県市は、保管事業者への立入検査の際に以下の点にも留意するこ

とが重要である。 
 トランス等の機器や安定器の保管容器等にＰＣＢ廃棄物であること

のラベルの貼付を行うことなどにより、誤廃棄等を防ぐための措置

が講じられていること。 
 保管場所を施錠することなどにより不特定の者が立ち入ることがで

きないような措置が講じられていること。 
○ 都道府県市において、建築部局、建設リサイクル法担当部局等と連携を

図ることなどにより、保管事業場における建屋の解体等がされることに

ついてあらかじめ把握した上で、解体後にも適正にＰＣＢ廃棄物が保管

されていることについて確認するなど、解体時における紛失や誤廃棄の

防止に努めることが重要である。 
○ 都道府県市において、金属くず等を有価で回収している事業者に対して

も、法令によるＰＣＢ廃棄物に係る規制について周知するなど、ＰＣＢ

を含む電気機器が金属くず等として回収されないよう、関係者に対する

啓発等に努めることが必要である。 
 

④ 保管事業者の不明、処理費用負担が困難な者 

  ○ 閉鎖された工場跡地等にＰＣＢ廃棄物が放置されている等で、保管事業

者が不明の場合がある。 
○ また、保管期間が長期に及んでいることから、既に事業を廃止している

者が、ＰＣＢ廃棄物を保管している場合が少なくない。これらの者にも

ＰＣＢ廃棄物処理基金による処理費の軽減が措置されているが、一部に

は処理費が軽減されてもなお処理費用の負担が困難な場合がある。 
○ このような事案についてどのような対策が必要となるか、国と都道府県

市が連携して検討していくことが重要である。 
 

⑤ 未届出者の掘り起こし・未登録者の登録   

○ 都道府県市は、届出をしていない事業者の掘り起こし作業を行い、未届

出の保管事業者に対し、確実に届出を行うようにさせることが必要であ
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る。 
○ ＪＥＳＣＯにおいては、ＪＥＳＣＯ未登録の者に対し、登録を呼びかけ

る文書の送付を行っているが、今後も続けることが重要である。また、

都道府県市とＪＥＳＣＯが協力して保管事業者に対する呼びかけ等を行

うなど、効果的な取組を検討して実施することが必要である。 
○ 各種の事業者団体を通じて、ＰＣＢ廃棄物を保有している者が確実に届

出を行うよう呼びかけることも効果的と考えられる。 
 

⑥ 使用中機器の対策 

○ 機器を使用している段階においては、電気保安関係に携わる者等の役割

が期待される。 
○ 特に高濃度のＰＣＢを含む機器は、ＪＥＳＣＯの各事業所の操業期間内

に確実に処理される必要がある。ＪＥＳＣＯとしても、処理期間の終了

に近づくにつれて、どのような処理対象物が、何台程度残っているのか

を確実に把握することが必要となる。このため、環境省は、都道府県市、

経済産業省や事業者団体と連携し、高濃度の使用中機器について、どこ

に何台あるのか把握することが必要である。 
○ ＰＣＢを含む使用中の機器を保有している事業者について、使用が終わ

る時点で、ＰＣＢ廃棄物特別措置法第８条に基づく届出が必要であるこ

とを周知することにより、当該届出を円滑に行うことが必要である。そ

のため、環境省は、電気機器の使用を終えた者に、ＰＣＢ廃棄物の適正

処理に関する情報が届くよう、都道府県市、経済産業省や事業者団体等

と連携した取組を検討すべきである。 
 

⑦ 機器の解体 

○ ＰＣＢは常温でも相当量揮発することがわかってきているため、ＰＣＢ

を含む機器については、解体せずに処理場に持ち込むことが望ましい。

やむを得ず解体を行う場合には、ＰＣＢの飛散や揮散を防止して行われ

ることを確保できるよう措置すべきである。また、ＰＣＢは皮膚を通じ

ても体内に取り込まれることも認識しつつ、作業者の安全確保を確実に

行うことが必要である。 
○ このため、ＰＣＢを含む機器の解体について、廃棄物処理法上、取扱を

明確にし、適正な取扱をルール化することにより、ＰＣＢの飛散・揮散

による周辺への影響の防止を図ることについて検討することが必要であ

る。 
 

⑧ 災害対策 

○ 保管場所において、災害によるＰＣＢ廃棄物への影響の低減を図るため
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の施策について検討する必要がある。 
○ 東日本大震災におけるＰＣＢ保管場所での状況を踏まえ、保管方法に関

する留意事項について関係者に周知し、より適切な保管を確保すべきで

ある。 
○ ＪＥＳＣＯ及び都道府県市は、津波想定地域に保管されているＰＣＢ廃

棄物の処理を優先的に行うことができないか検討すべきである。 
 

⑨ 収集・運搬における漏えい防止 

○ 収集・運搬業者は、ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドラインに則した作業

を行うことが必要である。 
○ 収集・運搬業者における作業のガイドラインへの適合状況や、作業環境

の安全確保等について、環境省と都道府県市が連携して、実態を把握す

ることが必要である。 
○ 都道府県市は、収集・運搬業者に対する必要な指導を行うことが求めら

れる。 
○ ＪＥＳＣＯは、適正な収集・運搬が確保されるよう、収集・運搬業者に

助言するよう努めることが必要である。 
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３．処理期限・その他 

３－１ 処理期限 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２その他 

（１）拠点的広域処理体制について 

○ ＰＣＢ廃棄物処理基本計画に基づき、国はＪＥＳＣＯを活用した拠点的

広域処理施設の整備を行ってきた。ＪＥＳＣＯは、施設整備の主体とし

て、また、化学処理によるＰＣＢ廃棄物処理を行う事業者として、安定

的な施設の稼働を目指して取組を進め、安全かつ確実な処理を最優先と

して、着実な処理が実施できるようになってきた。 

○ 高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理完了のためには、立地地域の理解と協力を得

て、安全かつ確実な処理を進める必要がある。このためには、引き続き、

国が処理体制の確保に責任を持ち、ＪＥＳＣＯがこれまでの経験と技術

的蓄積を生かして、処理施設の整備及び維持管理、施設の経年劣化等に

対して適切な対応が行われることを確保することが必要である。 

 

（２）ＰＣＢ廃棄物処理に関する周知 

○ 環境省及び都道府県市は、ＰＣＢを含有している電気機器の所有者、利

用者やＰＣＢ廃棄物の所有者に対し、ＰＣＢ廃棄物の適正な取り扱いに

関し周知していくことが重要である。 

○ また、幅広く国民が、ＰＣＢ廃棄物の処理の重要性と状況について知る

ことができるよう、経緯や現状、施設の安全管理対策、立地自治体にお

ける取組等についてわかりやすく説明した資料を作成し、事業者団体な

どの関係機関と連携して周知を図ることが必要である。 
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別添１：高圧トランス・コンデンサ等について、現状の年間処理台数で

処理残台数の処理が進んだとした場合の処理期間(新たな対策は

含んでいない)【第２回検討委員会資料４】 

 

別添２：高圧トランス・コンデンサ等の処理の現状と遅れの原因につい

て【第２回検討委員会資料３】 
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別添６：ＰＣＢ廃棄物に関する実証試験について【第５回検討委員会資

料６－１ 一部修正し抜粋】 

 

 

 



高圧トランス・コンデンサ等について、現状の年間処理台数で処理残台数の処理が進んだとした場合の処理期間(新たな対策は含んでいない)

　（１）処理対象物量　・・・　ＪＥＳＣＯ登録台数＋届出済みＪＥＳＣＯ未登録台数＋ＪＥＳＣＯ未登録使用中
　（２）処理台数/年　 ・・・　年間の処理見通し台数。各事業所現状の実績処理量をベースに処理困難性を見込み設定。

        主な留意点
　（１）処理対象物量については推計を行なっているため、不確定要素がある。　
　（２）漏洩物や超大型物等の処理困難性の程度については、更に実際の処理に取り組む中で明確となるため、不確定要素がある。
　（３）操業に伴い発生する二次廃棄物の処理、機器を集約して搬入することがより難しくなること等、処理ペース低下要因がある。
　（４）各事業所の大型トランスの重量は目安。重量がこれを下回っても寸法的に小型ラインで処理が不可能なものについては大型ラインでの処理を行う。

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

H22年度末処理台数

残台数 /年

北九州 大型トランス （2t以上） 284 40

小型トランス 1,174 232

車載型トランス 105 41

コンデンサ 36,877 6,087

豊田 大型トランス （1.6t以上） 284 38

小型トランス 538 200

車載型トランス 698 27

コンデンサ 33,129 5,102

特殊形状コンデンサ 約5,000 ー （現有施設では作業環境上の問題があり対策を検討中）

東京 大型トランス （5t超） 392 15

小型トランス 2,803 321

車載型トランス 9 3

コンデンサ 66,198 4,801

大阪 大型トランス （2.5t超） 238 20

小型トランス 1,657 314

車載型トランス 65 19

コンデンサ 54,207 5,791

北海道 大型トランス （1.62ｔ超） 659 51

小型トランス 2,260 506

車載型トランス 348 34

コンデンサ 50,812 6,630

大型コンデンサ 560 ー （現有施設では作業環境上の問題があり対策を検討中）

＊この他に処理が必要なものとして、二次廃棄物（活性炭、防護服等）、保管容器等が存在する。

        前提

処理期限

H48

トランス

H49

処理台数（イメージ）

約7割処理済見込

コンデンサ

トランス

約8割処理済見込

H16

H16

別添１
（第２回検討委員会資料４）
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高圧トランス・コンデンサ等の処理の現状と遅れの原因について

別添２
（第２回検討委員会資料３）

日本環境安全事業株式会社

2

処理物の多様性、複雑性
• 規格品でないものが多く、缶体や内部構造が多種多様。製造時から時が過ぎ、

情報も不十分
• 長期の使用や保管の過程で劣化（漏洩、さび、内部炭化等）

化学処理を用いた処理システム
• 高濃度のＰＣＢ処理について、化学処理を用いた処理システムの先行事例がほ

とんどなく、特に前処理である缶体等の処理工程において、多くの技術的課題
が操業後になって初めて明らかになった

閉鎖系での処理（労働環境の制限）
• 施設外部へのPCBの拡散を防ぐために、負圧管理を含む厳重な閉鎖系内での作

業が必要であり、このため、安全な労働環境の確保がより難しい課題に

厳重な安全対策
• 環境安全のため、設備面、操業面で多重の対策

事業の特性に伴う困難性
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海外と日本の作業環境

海外の場合 日本の場合

負圧管理を含む厳重な閉鎖系内での作業、
保護具（呼吸用保護具、化学防護服等）を
着用
（ＪＥＳＣＯの閉鎖系作業場内に入って撮影）

オープンスペースでの作業、簡易な装備のみ
（2000年 米国A社の作業場での作業状況を撮影）

＜トランスからの抜油作業＞

4

基本プロセスでの問題

液処理（機器内PCB、洗浄液、廃PCB油）

• 各事業所とも概ね順調に推移。

※ 東京事業所では、水熱処理設備について操業当初に所定の処理能力を発揮
できず微量のPCBを含む廃水が発生し、漏洩事故の誘因となった。
また、スラリー処理に伴う閉塞等が生じている。

缶体・内部構成部材の処理

• 操業開始後、多くの課題が明らかになり稼動の低下につながった。

• 施設設計時には常温でのPCBの揮発の程度は明確に分かっておらず、実
際に操業をしてみると、事前検討時の知見以上に揮発量が多かったた
め、作業環境が悪化し、特に操業初期の解体能力の低下につながった。

稼動の低下の概要
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◆当初の作業従事者の安全確保方策(北九州を中心）
• 処理施設における作業従事者の安全確保方策の基本的考え方を整理し設計に反映。
• 労働安全衛生の専門家会合により、北九州第1期施設に即した安全衛生対策をとり

まとめ。
• 平成16年12月、北九州事業所が操業開始。
• 試運転や操業の結果、PCBの揮発などによる作業環境の影響が顕在化。

◆操業後の作業環境状況を踏まえた改善対策
• 厚生労働省の「安全衛生対策要綱」（平成17年2月）等を踏まえ、安全衛生対策を

再整理、血中PCB濃度等の管理の目安を設定（平成17年5月） 。
• 当時建設中又は設計中であった事業所が相次いで操業開始（豊田事業所（平成17年

9月)、東京事業所（平成17年11月)、大阪事業所(平成18年10月)）。
• 各事業所の操業後の状況や、専門家からの提言等に基づき問題点を把握。入室作業

時間の制限等の緊急対策を実施。
• その後、局所排気装置の付加などの改造工事、仕掛品へのカバーなどの工程改善、

保護具の変更などの改善対策を実施し、作業者の安全を確保しつつ、処理効率の改
善を図っている。

解体室作業環境悪化による解体能力の低下（1）

6

《大阪事業所事例》

◆操業当初：解体室内のPCB（ダイオキシン類）濃度を勘案し、解体室内での作業時間を
４時間/人/日として制限した。これによっても、当初設計の解体台数（約６０台/月）
が処理可能であった。

◆操業6ヶ月後：解体室の作業環境測定の結果、当初設定に比べてPCB（ダイオキシン類）
濃度が高くなった。

◆主な対策：①．解体室作業前に実施する予備洗浄回数を増やし、予備洗浄後の洗浄溶剤中の

PCB濃度を500ppm以下に下げた。
②．作業従事者の健康上の配慮から、解体室内での作業時間を２～３時間/人/日
とした。

解体室作業環境悪化による解体能力の低下（2）

◆処理台数：３時間/人/日の場合 ： 約４０台/月
２時間/人/日の場合 ： 約２０台/月
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処理開始にあたっての社会的背景

２０００（平成１２）年 ・紛失不明のＰＣＢ廃棄物（高圧トランス・コンデンサ約1.1万台、低圧ト

ランス・コンデンサ約1.2万台 等）が判明

（平成１０年に厚生省が実施したＰＣＢ廃棄物等保管等状況調査結果 ）

２００１（平成１３）年 ・残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（ＰＯＰｓ条約）採択

・ＰＣＢ廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法の制定
（７月１５日施行）

２００４（平成１６）年 ・ＪＥＳＣＯ設立（４月１日）

・ＪＥＳＣＯ北九州ＰＣＢ処理施設 試運転開始（6月） 操業開始（12月）

２００５（平成１７）年 ・ＰＣＢ廃棄物の処理作業等における安全衛生対策要綱の策定（2月）

（ダイオキシン類の作業環境濃度 2.5pg-TEQ/㎥以下）

・ＪＥＳＣＯ豊田ＰＣＢ処理施設 試運転開始（5月） 操業開始（9月）

・ＪＥＳＣＯ東京ＰＣＢ処理施設 試運転開始（6月） 操業開始（11月）

２００６（平成１８）年 ・ＪＥＳＣＯ大阪ＰＣＢ処理施設 試運転開始（3月） 操業開始（10月）

２００７（平成１９）年 ・ＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ処理施設試運転開始（3月） 操業開始（H20年5月）
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平成２２年度までの処理予定と実績

■稼動低下：
操業後に顕在化した問題等による稼動の
低下。

■操業停止：
事故や設備の不具合等による長期的な操
業停止。

■段階的立上：
事故による行政指導や、他事業所におけ

る先行事例を踏まえたことによる段階的立
上。

■操業開始遅れ：
施設の設置の遅れ等による操業開始の遅
れ。

全社トランス

0

1,000

2,000

3,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（台）

実績 稼動低下 操業停止 段階的立上 操業開始遅れ

全社コンデンサ

0

10,000

20,000

30,000

40,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（台）

実績 稼動低下 操業停止 段階的立上 操業開始遅れ
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平成２２年度までの処理予定と実績・北九州事業所

北九州トランス

0

200

400

600

800

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（台）

実績 稼動低下 操業停止

・第2期施設設置の遅れに伴う

計画的遅れ

北九州コンデンサ

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（台）

実績 稼動低下 段階的立上 操業開始遅れ

・第2期施設設置の遅れ

及びH21は段階的立上

◆作業環境を良好に保つ観点から、洗浄溶
剤中のＰＣＢ濃度が高圧トランスでは１６０ｐ
ｐｍ以下，車載トランスでは４００ｐｐｍ以下に

なるまで予備洗浄を実施。

↓

◆当初設計を大幅に上廻る洗浄時間が必
要。（特に車載トランスで顕著）

↓

◆車載トランスについて、洗浄ステーション
の増設，洗浄方法の変更等の対策を実施。

↓

◆車載トランスの処理能力が１台／３週から
１台／週に向上。
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豊田トランス

0

200

400

600

800

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（台）

実績 稼動低下 操業停止

・施設外漏洩事故

による停止

・設備不具合（冷却水漏洩）

による自主停止 ・施設内漏洩に伴う

自主停止

豊田コンデンサ

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（台）

実績 稼動低下 操業停止

・施設外漏洩事故
による停止

・設備不具合（冷却水漏洩）

による自主停止 ・施設内漏洩に伴う
自主停止

平成２２年度までの処理予定と実績・豊田事業所

◆ＰＣＢが染み込んだ木・紙等の処理

・トランス、コンデンサ等の内部部材のうち、

紙・木等の洗浄・真空加熱処理に長時間

かかり、更に十分に除去しきれない場合

は再処理

◆新幹線の車載トランス

・内部部材として木が大量に用いられてお

り、作業環境保全のために行う予備洗浄

に長時間を要す
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《豊田事業所事例》

◆含浸物処理工程：①．攪拌洗浄装置にて、洗浄溶剤を用いて洗浄し、含浸物中のPCB含有量を低減。
②．真空加熱分離装置にて、含浸物中に残存するＰＣＢを蒸発により分離除去。

◆処理実績：当初設計の処理条件（洗浄回数，洗浄時間，洗浄重量，真空加熱分離処理時間等）では

合格率１００％を達成出来ず。（含浸物合格率：７０％、ﾌﾟﾚｽﾎﾞｰﾄﾞは０％）

◆当初設計：攪拌洗浄装置にて、４０分×３回の洗浄を実施後、真空加熱分離装置にて処理。

◆対策：①．部材毎の洗浄条件（洗浄回数，洗浄時間,洗浄重量等）及び真空加熱分離処理条件（処理
時間，処理重量）の設定を変更。

②．攪拌洗浄工程の夜間停止から２４時間連続稼働体制への移行。（約１８バッチ／日→約２５
バッチ／日）

◆現状：①．卒業判定合格率がコンデンサ素子で９０～９５％，プレスボード・紙等で８０％まで回復した

ものの不安定であり、含浸物全体としての卒業判定合格率は８０～９０％程度。

②．合格率向上に向けて、検討継続中。

含浸物処理の長時間化

12

ＰＣＢが染み込んだ紙・木等の処理

（卒業できなかった紙・木等の仕分作業）
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東京トランス
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（台）

実績 稼動低下 操業停止 段階的立上

・施設外漏洩事故
による停止

・停止からの

段階的立上

東京コンデンサ

0

2,000
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6,000

8,000

10,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（台）

実績 稼動低下 操業停止 段階的立上

・施設外漏洩事故

による停止

・停止からの

段階的立上

平成２２年度までの処理予定と実績・東京事業所

◆血中PCB濃度が高い作業員が発生（H19年度）
これまでに講じてきた主な対策
・作業エリア・処理物の囲い込み／局所排気の強化
・洗浄溶剤蒸散防止のための乾燥機設置
・保護具の強化
・入域時間制限
・解体作業エリアの空調強化（24℃設定）

◆スラリー（主にコンデンサ）処理による水熱酸化
分解設備冷却器の閉塞
原因：コンデンサ素子に含まれる無機物（主にアルミ）の

析出による冷却器の閉塞
対策
・冷却器の追加（２系列化）
・新規冷却器を閉塞しにくく、洗浄しやすい形状に変更

◆排気系統PCB濃度高々による自動停止
・H18年5月の排気口からのPCB漏洩事故の対策として
排気異常時の自動停止システムを導入
対策
・活性炭槽の強化（増設）
・排気中のミスト（溶剤）回収装置の設置
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平成２２年度までの処理予定と実績・大阪事業所

大阪トランス
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16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（台）

実績 稼動低下 段階的立上 操業開始遅れ

・操業開始遅れ及

び段階的立上

大阪コンデンサ
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10,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（台）

実績 稼動低下 段階的立上 操業開始遅れ

・操業開始遅れ及

び段階的立上

◆トランス解体室で作業環境中のダイオキシン類濃度が
上昇。室内作業時間を制限したことにより、処理能力が
低下。

↓

◆予備洗浄の強化、切断装置の囲い込み、局所排気の
設置、室温を下げるための空調強化等の対策を継続実
施中。

◆ポリプロピレンを使用したコンデンサは、真空加熱分離
装置炉内で缶体が破裂し、内部構成部材が炉内に散乱。

↓

◆解体室で予めコンデンサの缶体上部に穴を開けて
シールし、鋼製ケースに入れての処理に変更。

↓

◆当初計画に比べてバッチ当たりの処理台数が低減。ま
た、解体室での穴あけ作業は、作業環境の悪化の一因。

↓

◆処理物の組み合わせを工夫し、真空加熱分離処理の
処理台数の増加に継続取り組み中。
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真空加熱分離処理の処理効率の低下

（紙を絶縁紙に使用した
コンデンサの処理後）

（ポリプロピレンを使用したコンデ
ンサの炉内破裂した際の状況）

（鋼製ケースに入れての処理） （鋼製ケース内処理後、穴から内部
構成部材がケース内に出ている）

16

平成２２年度までの処理予定と実績・北海道事業所

◆先行事業所の改善事例等を踏まえ、施設の使
用前に作業環境安全の専門家による立入総点
検を実施
・高濃度蒸気が発生する装置ごとに個別フード・局所排
気装置を設置
・コンデンサ素子等へ溶剤を噴霧することによるPCB蒸
発抑制の実施
・入域時間の制限

◆その後は段階的な操業を行いつつ、作業環境
改善と能力の向上を実施
・作業環境を継続的に測定する箇所の追加
・定期的な除染エリアの追加
・車載トランスの予備洗浄ステーションの追加

北海道トランス
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（台）
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・操業開始遅れ

及び段階的立上

北海道コンデンサ
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（台）

実績 稼動低下 段階的立上 操業開始遅れ

・操業開始遅れ

及び段階的立上
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処理ラインはトランス・コンデンサの種類に応じ複数あり（トラン
ス：大型、小型等 コンデンサ：大型、小型等）、このため、搬入物
の量や構成比に偏りが生じると、全ラインが稼動せず、一部設備が過
負荷，一部設備が手空きの状態が発生してしまう。

対策として、大口保管者からの搬入物の種類や搬入時期を調整し、
搬入物の組み合わせが最適化されるよう努力している。しかし、保
管事業者数が多く、その保管物も多岐にわたるため、常に全ライン
の能力に見合った形で搬入することは困難。

※ なお、ＪＥＳＣＯは、他の産業廃棄物処理施設と同様に、産業廃棄
物の保管数量の上限が処理能力の１４日分と規定されている。この
ため、多量の機器を事業所にあらかじめ搬入しておき、事業所内で
処理対象の組み合わせを最適に調整するようなことはできない。

処理対象物の搬入における問題点

18

二次廃棄物とは
• トランス、コンデンサ等を処理する過程で発生する、PCBに汚染された廃棄物
• 排気処理に用いる活性炭、作業者の保護具（化学防護服、マスク、手袋等）等
• 数ppmから数千ppmのレベルでPCBを含む。（一部、数％～数十％の濃度）

当初の方針
• 事業所内で処理（プラズマ溶融処理、洗浄等）

現状
• 環境対策や安全衛生対策の強化により、当初の想定よりも発生量が増加。
• 対応 ① 現在、JESCOの外部で処理をできる者がいないため、一部事業所内で処理

しているが、その他は保管をしている。
（５事業所で合計ドラム缶約15,000本分の二次廃棄物を保管中）

② 保管場所の確保のため、事業所内の倉庫の建設や、外部倉庫の利用が必
要となっている。

課題
• 一部の二次廃棄物は事業所内で処理を行っているが、本来のトランス・コンデンサ

等の処理工程に負荷をかける。

操業に伴い発生する二次廃棄物の状況と問題点（1）
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保管状況の例

化学防護服

粒状活性炭

インナー手袋

操業に伴い発生する二次廃棄物の状況と問題点（2）

20

処理の進捗状況

• トランス、コンデンサともに操業開始時に予定をしていた平成22年
度末までの累計処理量のうち概ね５割を処理。

• 近年は、操業開始時に予定をしていた年間処理予定量の８割程度の
処理を達成している。

処理の遅れの原因（稼動低下）

• 缶体・内部構成部材の処理プロセスで操業開始後に多くの課題が明
らかになった。

• 事前検討時の知見以上に揮発量が多かったため、作業環境を守るた
め作業制限等により効率が低下した。

• その他、含浸物の洗浄時間、処理対象物の搬入のアンバランス等の
問題があった。

新たな課題

操業に伴い大量に発生する二次廃棄物等。

ま と め
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考えられる処理促進策（試案）

別添３
（第３回検討委員会資料３－２）

日本環境安全事業株式会社

2

考えられる処理促進策（試案）の概要

1. 設備の改造、操業の改善等
東京事業所の大改造
豊田、大阪、北海道事業所の中規模改造
操業の改善 等

2. 他事業所の得意能力の活用
大阪エリアのﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ（PP）ｺﾝﾃﾞﾝｻ →豊田事業所で処理
豊田エリアの車載トランスの一部 →北九州、大阪、東京事業所で処理
豊田エリアの特殊形状コンデンサの一部 →北九州、大阪事業所で処理

3. 二次廃棄物・含浸物の処理促進
各事業所の一定濃度以上の二次廃棄物（粒状活性炭）

→北九州、北海道事業所で処理（プラズマ溶融分解）
北九州・大阪事業所の二次廃棄物（真空加熱分離処理に伴う粉末活性炭等）

→東京事業所で処理（水熱酸化分解の活用）
各事業所の一定濃度以下の二次廃棄物・含浸物

→無害化処理認定施設で処理

従来の枠組みにない方策も含め、処理促進策の試案を検討した。これらの
実施には、施設の受入自治体の理解を得ること等が前提となる。
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東京事業所の大改造

○課題
東京事業所では、現状では大型トランス等の処理に長期を要する見込みであ
り、抜本的な対策を講じる必要がある。

○方策等
東京事業所には、高濃度PCBを含むトランス・コンデンサの処理設備の他に、
低濃度PCB（柱上トランス絶縁油）の処理設備がある。後者については、今後
早期に処理が完了する見込みである。
このため、低濃度物の処理の終了後に、高濃度物の処理のための設備を設置
し、大型トランス、車載トランス等の処理能力を増強させることが考えられる。

○効果
新たに設置する設備の内容構成等については詳細に検討する必要があるが、
この施設増強等により、処理能力の向上を見込むことができる。
大型トランス： 15台/年→ 40台/年
車載トランス： 3台/年→ 17台/年

4

各事業所の中規模改造（１）

○課題
各事業所とも、小型トランス処理ラインが比較的早期に処理が終わる一方、残
数が多い大型トランス等の処理に長期間を要する。

○方策等
大阪事業所：
小型トランス処理ラインの部分改造を行い、現在大型トランス処理ラインで処
理を行っているトランスのうち比較的小さなもの(重量2.5t-5t)の処理を平成25
年度から行うことが考えられる。

豊田事業所：
予備洗浄能力の不足が車載トランス処理のネックとなっていることから、事業
所内で可能な範囲で車載トランスの予備洗浄関連工程をより効率の良い工程
に変更し、平成24年度後半から処理量を増加させることが考えられる。
また、小型トランスの処理終了後に同ラインを特殊形状コンデンサの手解体

処理ラインに改造し、平成26年度中から同コンデンサの処理を行うことが考え
られる。
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各事業所の中規模改造（２）

○方策等（続き）
北海道事業所：
小型トランスの処理終了後に、同ライン及びトランスの特殊解体ラインを、現
行のコンデンサ処理ラインでは処理ができない大型のコンデンサ等を処理する
ラインに改造し、平成28年度から同コンデンサの処理を行うことが考えられる。

※北九州事業所：
5事業所のなかで最初に操業を開始しており、また比較的施設スペースに余
裕があることもあって、これまでに各種の能力増強対策(車載トランス予備洗浄
設備の増設等)をすでに講じており新たな対策実施の余地が少ない。また、処
理が進んでいるラインと遅れているラインとの処理終了見込時期の差が小さく
処理ラインの転用による処理期限の短縮が難しい。このため、施設改造は想
定していない。

○効果
大阪事業所： 大型トランス： 20台/年→   35台/年
豊田事業所： 車載トランス： 27台/年→   42台/年

特殊形状コンデンサ： → 120台/年
北海道事業所： 大型のコンデンサ等： → 100台/年

6

操業改善等の取組

≪小規模の設備改造≫

作業環境改善対策の実施による作業効率の向上
（遮蔽フード内作業の負荷低減等） 等

≪操業時間増等による対策≫

定期修繕期間の短縮、定期点検の集約化・回数削減
作業員の増員、勤務時間の調整等による作業時間増 等

先述の施設改造案に加え、以下に掲げるような対策についても、今後、
スピードアップ効果や実現可能性に関する検討を進め、環境・安全を確保
しつつ、実効性のある対策を積極的に導入していく。
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他事業所、無害化処理認定施設の利用による処理促進策

車
載

ト
ラ
ン
ス

（※

４
）

特
殊
形
状

コ
ン
デ
ン
サ

PPコンデンサ

二次廃棄物 （※２）、含浸物 （※３）

無 害 化 処 理 認 定 施 設

※１： トランス・コンデンサ等の処理に伴って発生する、廃活性炭、保護具等のＰＣＢ廃棄物（一定濃度超）
※２： トランス・コンデンサ等の処理に伴って発生する、廃活性炭、保護具、アルカリ洗浄廃液等のＰＣＢ廃棄物（一定濃度以下）
※３： トランス・コンデンサの内部構成部材である紙・木等について、洗浄等の処理工程を経た後のＰＣＢ廃棄物（一定濃度以下）
※４： 二つの処理促進案のうち、4つの事業所で分散処理する案を図化した。

北九州エリア 大阪エリア 豊田エリア 東京エリア 北海道エリア
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１
）
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車載トランスの処理

○課題
車載トランスは内部構造の複雑性等により、洗浄工程において当初想定の数
倍の時間が必要となっている。
全国的な分布に偏りがあり、事業所ごとの処理終了見込み時期に差がある。
特に豊田事業エリアに集中して保管されている。
豊田事業所の改造を行っても処理終了は概ね平成40年度となる見込み。

○方策等
（案１） 多量に保管されている保管場所において、現場抜油・洗浄溶剤の浸漬等

を行い、処理の効率化を図ることが考えられる。
（案２） 豊田事業エリアの車載トランスの一部を、自事業エリアの車載トランスの処理

に長期間を要する北海道を除く４事業所で処理を分担することが考えられる。
北九州・大阪の両事業所において、現行の車載トランス処理ラインの余力の
範囲で処理を分担。東京事業所においては、施設の大改造（前述）の一環とし
て車載トランスの処理能力の増強を行い、処理を分担。

○効果
現場抜油等の効果は、今後実証試験等で確認する必要がある。
処理の分担について、北九州、東京、大阪の各事業所では自地域分終了後の
一定期間内に受け入れることが考えられる。
(北九州：41台／年 東京：17台／年 大阪：16台／年）
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特殊形状コンデンサ・PPコンデンサの処理

○課題
豊田エリアには特殊形状コンデンサが多く保管されており、手解体による処理
が必要となるが、作業環境が悪化することから、現在は処理をしていない。豊
田事業所の改造（前述）を行っても、処理終了は概ね平成61年度となる見込み。
大阪事業所の真空加熱分離設備（VTR）では、PPコンデンサは缶体の破裂対
策が必要であり、処理効率があがらない。

○方策等
北九州・大阪の各事業所では、一定のサイズ以下のコンデンサは、抜油・解体
をすることなくVTRで処理可能である。このため、豊田事業エリアの特殊コンデ
ンサの一部を、北九州・大阪の各事業所のVTRを用いて処理することが考えら
れる。
大阪事業エリアのPPコンデンサについては、豊田事業所の洗浄工程で処理す
ることが考えられる。

○効果
各事業所の処理能力により、以下の程度の受け入れができると見込まれる。
特殊形状コンデンサ： 北九州： 約500台／年、 大阪：約280台／年
PPコンデンサ： 豊田： 約2,700台／年

10

粉末廃活性炭等の処理促進

○課題
北九州・大阪の各事業所では、VTRにより発生するタール等の除去のために
粉末活性炭を使用している。使用後の粉末廃活性炭は高濃度のPCBを含んで
いるが、VTRで再処理すると設備の閉塞、機器・配管の腐食等の懸念がある。
また、分離したPCB油にたまるPCB混じりのタール等の処理方法も課題となっ
ている。

○方策等
粉末廃活性炭について、今秋から東京事業所の水熱分解設備での処理試験
を行い、良好な結果を得ていることから、今後、水熱分解設備を活用した二次
廃棄物の処理を進めることが考えられる。

○効果
VTR工程の負荷を下げ、主にコンデンサ処理の促進が見込まれる。具体的な
処理促進の程度は、東京事業所での年間処理可能量によって変わる。
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二次廃棄物、含浸物の処理促進

○課題
廃活性炭や保護具等の二次廃棄物の事業所内処理は、トランス・コンデンサの
処理工程※に負荷をかけ、処理の遅れの要因となる。
※ 北九州事業所では、プラズマ溶融分解設備で処理を行っている。

トランス・コンデンサの内部構成部材である紙・木等（含浸物）は、各事業所に
おいて洗浄、水熱分解、VTR等の処理をしているが、洗浄では卒業判定基準を
満たすまでに非常に長時間かかり、処理の遅れの要因となる。また、東京の水
熱分解では、スラリーから分離しきれないアルミ等が設備閉塞の原因となる。

○方策等
平成21年度以降、環境省の「PCBを含む廃棄物の焼却実証試験」において、
一定濃度以下のJESCOの二次廃棄物及び含浸物について、焼却処理試験を
行っており、良好な結果が得られている。

今後、環境省の無害化処理認定制度の進展にあわせて、認定業者の協力を
得て、二次廃棄物及び含浸物の外部処理を行うことが考えられる。

○効果
洗浄工程等の負荷を下げ、トランス・コンデンサの処理促進が見込まれる。具
体的な処理促進の程度は、外部処理の条件（濃度レベル等）によって変わる。
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高圧トランス・コンデンサ等について、 

考えられる処理促進策を講じた場合の処理期間（試案） 

 

日本環境安全事業株式会社 

 

以下は、各事業所の現状の実績処理量をベースに、考えられる処理促進策を行った場

合を勘案して、今後の処理の進捗見通しを推定したものであり、ある特定の条件を仮定し

たうえでの試案である。 

さまざまな不確定要素や処理ペース低下要因があるため、実際の処理完了には余裕の

期間をみる必要がある。 

処理推進策の導入については、関係者の理解を得ることが前提となる。 

 

１． 北九州事業所： 

 

 【車載トランス】豊田事業エリアの車載トランスの一部について、現行の車載トランス処

理ラインの余力の範囲で処理を分担する。    処理終了の目処：概ね平成 30 年度 

 【コンデンサ】豊田事業エリアの特殊形状コンデンサの一部を北九州事業所の真空加

熱分離設備を用いて処理する。           処理終了の目処：概ね平成 30 年度 

 

 処理期間の目処：概ね平成 30 年度まで 

 

２． 豊田事業所 

 

 【車載トランス】予備洗浄関連工程をより効率の良い工程に変更し、平成 24 年度後半

からの処理量の増加を図る。また、 

（案１）多量に保管されている保管場所において、現場抜油、洗浄溶剤の浸漬等を行

う。 

（案２）北海道を除く４事業所で処理を分担する。処理終了の目処：概ね平成 30 年度※ 

 【コンデンサ】小型トランスの処理終了後に同ラインの改造を行い、特殊形状コンデン

サを手解体により処理するラインに変更し、平成 26 年度中から同コンデンサの処理を

行う。特殊形状コンデンサについては、その一部を北九州・大阪の各事業所の真空加

熱分離設備を用いて処理する。大阪事業エリアのポリプロピレン（PP）コンデンサを豊

田事業所の洗浄工程で処理する。         処理終了の目処：概ね平成 30 年度 

 

 処理期間の目処：概ね平成 30 年度まで（18 年短縮※※、※※※） 

 

※：     案２を採用した場合の目処。案１を採用した場合の効果は、今後実証試験等で確認する必要がある。 

※※：   処理期間の短縮年数は、「高圧トランス・コンデンサ等について、現状の年間処理台数で処理残台数の処

理が進んだとした場合の処理期間（新たな対策は含んでいない）」 （第２回検討委員会 資料４（修正後））

における処理期間と比較した場合の短縮年数（東京事業所及び大阪事業者所についても同じ）。 

※※※： 特殊形状コンデンサの影響を除く。 

別添４ 
（第３回検討委員会資料３－３） 
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３． 東京事業所 

 

 【トランス等】柱上トランス絶縁油の処理終了後に、高濃度物の処理のための設備設置

等により、大型トランス、車載トランス等の処理能力を増強する。豊田事業エリアの車

載トランスの処理を分担する。 

             処理終了の目処：概ね平成 35 年度 

 

 処理期間の目処：概ね平成 35 年度まで（14 年短縮） 

 

４． 大阪事業所： 

 

 【大型トランス】小型トランス処理ラインの部分改造を行い、現在大型トランス処理ライ

ンで処理を行っているトランスのうち比較的小さなものの処理を平成 25 年度から行う。 

                         処理終了の目処：概ね平成 30 年度 

 【車載トランス】豊田事業エリアの車載トランスの一部について、現行の余力の範囲で

処理を分担する。                    処理終了の目処：概ね平成 30 年度 

 【コンデンサ】大阪事業エリアの PP コンデンサについては、豊田事業所の洗浄工程で

処理する。また、豊田事業エリアの特殊形状コンデンサの一部を大阪事業所の真空

加熱分離設備を用いて処理する。          処理終了の目処：概ね平成 30 年度 

 

 処理期間の目処：概ね平成 30 年度まで（4 年短縮） 

 

５． 北海道事業所： 

 

 【大型コンデンサ】小型トランスの処理終了後に同ライン及びトランスの特殊解体ライ

ンの改造を行い、現行のコンデンサ処理ラインでは処理ができない大型のコンデンサ

等を処理するラインに変更し、平成 28 年度から処理を行う。 

              処理終了の目処：概ね平成 33 年度 

 

 処理期間の目処：概ね平成 35 年度まで※※※※ 

 

※※※※： 北海道事業エリア内の大型トランスの処理終了の目処が概ね平成 35 年度であることによる。 



○トランス等（絶縁油の交換等が可能な機器）の年度別検出率

平成17年度調査結果

920 1001 989 1078 956 527 679 829 973 931 734 551 489 391 438 451 505 506 539 450 516 581 448 247 235 185 302 294 299 183 127 96 107 236 87

534 572 520 410 357 186 218 243 216 156 142 66 80 64 105 80 103 123 132 108 25 20 10 8 2 1 5 0 1 1 0 0 1 0 0

平成21年度及び平成22年度調査結果

475 406 543 642 543 286 408 336 428 550 511 455 518 459 606 642 544 577 794 779 214 163 94 78 89 68 116 71 74 77 58 41 31 21 15 10 7 6

252 255 275 211 207 92 52 91 105 143 135 116 156 129 195 212 178 151 108 56 2 2 0 1 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○コンデンサ（絶縁油の交換等が不要（不可能）な機器）の年度別検出率

平成17年度調査結果

26 44 34 63 36 36 38 45 78 33 23 16 9 11 7 22 15 25 9 13 13 8 11 4 11 13 11 7 3 1 5 3 4

7 11 4 1 0 7 0 0 6 2 0 0 1 0 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成21年度及び平成22年度調査結果

22 28 76 234 177 38 98 113 70 129 113 89 79 103 101 75 115 75 78 77 28 3 1 6 2 2 4 4 3 2 2 1 2

4 20 34 117 41 21 25 25 12 18 11 9 11 9 8 2 5 9 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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ＰＣＢ汚染の検出率について
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別添５
（第５回検討委員会資料５）



 
ＰＣＢ廃棄物に関する実証試験について 

 
１．経緯 

環境省では、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の処理体制の整備に向けた検討を

行うため、平成 17 年度から微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等を試験試料とした産

業廃棄物処理施設における焼却実証試験を実施してきた。 

また、平成 21 年度からは、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等以外のＰＣＢを含

む廃棄物についても焼却実証試験を行ってきた。 

 

２．実施内容 

試験試料を焼却処理し、処理後の排ガス、燃え殻及び周辺大気等のＰＣＢ

濃度やダイオキシン類濃度を分析し、基準等への適合状況について評価を行う

ことにより、無害化処理されていることを確認する。 

なお、評価に当たっては、廃棄物処理、分析、健康影響等に関する専門家の

助言を得ている。 

 

３．実施手順（標準的な例） 

○１日目（通常運転・ＰＣＢを含む廃棄物の処理を行わない） 

処理施設で通常受入処理している廃棄物を焼却処理し、発生する排ガス、

燃え殻及び周辺大気等の測定を実施する。 

○２日目（本試験１日目） 

処理施設で通常受入処理している廃棄物に加え、ＰＣＢを含む廃棄物（試

験試料）を焼却処理し、発生する排ガス、燃え殻及び周辺大気等の測定を実

施する。 

○３日目（本試験２日目） 

試験の再現性を確認するため、２日目と同様の条件で試験を実施する。 

 

４．これまでの実績 

平成 24 年２月末までに 14 か所の産業廃棄物処理施設の協力を得て合計 30

回の実証試験を実施し、いずれも周辺環境へ影響を及ぼすことなく安全かつ確

実に無害化できることを確認している。 

別添６ 
（第５回検討委員会資料６－１） 

（一部修正し抜粋） 



PCB廃棄物の焼却実証試験実績

14～120
ロータリーキルンストーカ炉
ロータリーキルン式焼却炉

1100℃

60～110 固定床炉＋二次燃焼炉 1100℃（850℃）

0.2～2700
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルンストーカ炉
ロータリーキルン式焼却溶融炉

1100℃

79 固定床炉＋二次燃焼炉 1100℃（850℃）

0.5～74 ロータリーキルン式焼却炉 1100℃

紙くず アルコールティッシュ 0.4～490 ロータリーキルン式焼却炉 1100℃

7.3～830
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルン式焼却溶融炉

1100℃

0.24～3.8 固定床炉＋二次燃焼炉 1100℃（850℃）

フィルター（保温材） 11～470 ロータリーキルン式焼却炉 1100℃

化学防護服 5.1～2700
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルンストーカ炉
ロータリーキルン式焼却溶融炉

1100℃

マスク面体 3.3～67
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルンストーカ炉

1100℃

インナー手袋 1.6～1900
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルンストーカ炉

1100℃

安全靴、長靴 1.3～350
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルンストーカ炉

1100℃

仮設ホース 290 ロータリーキルンストーカ炉 1100℃

養生テープ 170～210 ロータリーキルン式焼却炉 1100℃

PEシート 17～1800
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルン式焼却溶融炉

1100℃

ゴム類 24 ロータリーキルン式焼却炉 1100℃

硬質プラスチック 5200 ロータリーキルン式焼却炉 1100℃

廃酸・廃アルカリ 廃アルカリ 1.5～470 ロータリーキルン式焼却炉 1100℃

PCB処理物 紙くず・木くず・アルミ 7.1～2600
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルンストーカ炉
ロータリーキルン式焼却溶融炉

1100℃

廃プラスチック類

廃活性炭

マスク吸収体
（活性炭含む）

汚泥

繊維くず
ウエス

廃棄物の種類 種類（試験試料）
ＰＣＢ濃度範囲
（mg/kg）

炉形式
二次燃焼炉内温度
（固定床炉内温度）
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東京事業所における安定器処理の方針について 
 

平 成 ２ ４ 年 ３ 月 ２ ８ 日 
ポリ塩化ビフェニル廃棄物 
処理事業検討委員会技術部会 

 
 

 
１．安定器処理を行うこととした背景 

 

 平成１２年には東京都八王子市の小学校における蛍光灯用安定器の破裂事故があり、

東京事業所管内のＰＣＢ廃棄物処理施設整備に当たっては安定器の処理が急務な状況に

あった。 

 

２．東京事業所における安定器処理技術の特徴 

 

（１）高圧トランス・高圧コンデンサ等の処理設備の共有 

 ＰＣＢ廃棄物の処理に係る技術的蓄積は、高圧トランス・高圧コンデンサ等（以下

「高圧トランス等」という）が先行しており、安定器については高圧トランス等の処

理と設備を共有することにより効率的な処理を目指すこととした。 

（破砕・選別後の部材の洗浄設備とＰＣＢ混じりの洗浄剤を分解する水熱酸化分解設

備を高圧トランス等と共有） 

 

（２）安定器の一括破砕 

安定器の内部構造は、トランスとＰＣＢの入った小型のコンデンサが、アスファル

トや樹脂の充填材により固定されている。安定器ひとつひとつは小さくＰＣＢ量も少

ないが、約２００万個と極めて大量に存在しているため、効率的な処理ができるよう、

一括して機械で破砕・選別したうえで高圧トランス等の部材と併せて処理することと

した。 

 

３．安定器処理の課題と対応状況 

   当初約５％と見積っていたアスファルト型安定器の割合が実際には７０％程度で

あったこと、充填材の内部までＰＣＢが染み込んでいることなどから、以下の課題が

判明した。 

○ アスファルトが破砕機内部に付着し、機械を用いた効率的な破砕が困難 

    ○ アスファルトには、周辺管路の閉塞の原因となる無機物が大量に含まれてお

り、水熱酸化分解設備の安定的な運転を阻害 

   このため、アスファルト型安定器と樹脂型安定器を分離し、樹脂型のみの処理を検

討したが、 

○ ラベルの剥がれ、既にメーカーが存在しないなど、アスファルト型安定器の

混入を除外できない 

    ○ 樹脂型安定器は、工程変更の結果、水熱酸化分解設備への負荷が大きくなり、

高圧トランス等の処理の妨げとなる 

ことが新たな課題となった。 

 また、除外したアスファルト型安定器の処理については別途処理が必要となる。 

 

資料２ 
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４．まとめ 

安定器処理の課題に対しては、東京事業所の稼動以来７年間にわたり、工程変更・

設備改善など試行錯誤を繰り返し、様々な努力をしてきた。今後、更なる改良により

樹脂型安定器の処理が可能になるとしても、水熱酸化分解設備への負荷が大きく高圧

トランス等の処理の妨げとなること、アスファルト型安定器の混入を防げないことも

あり、全体の進捗を考慮すると効率性の点で疑問が多い。 

このため、水熱酸化分解設備は高圧トランス等の処理に集中させ、東京事業管内の

安定器処理については、豊田・大阪事業エリアと併せ早期に別途適正処理が確保され

るよう措置すべきである。 

 



〔参考〕検討の経緯 
 
○  平成 23 年 10 月に環境省が設置した「PCB 廃棄物適正処理推進に関する

検討委員会」の第 4 回会合（平成 24 年 2 月 1 日開催）において、東京事業

所の安定器処理設備について学識経験者による技術的評価を行い取扱いに

ついて結論を得る必要があることとされ、同検討委員会から JESCO に対し、

JESCOのポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業検討委員会技術部会において

技術的検討を行うよう要請がなされた。 
 
○  これを受け、同技術部会においては、平成 24 年 3 月に 2 度の会合を行い、

東京事業所における安定器処理の経緯と現状、廃安定器の部位別汚染実態、

水熱酸化分解設備による安定器処理の課題等について議論を行い、報告書

「東京事業所における安定器処理の方針について」を取りまとめた。 
 
○  なお当該報告書は、平成 24 年 3 月 30 日に開催された JESCO のポリ塩

化ビフェニル廃棄物処理事業検討委員会（委員長：永田勝也早稲田大学大学

院環境・エネルギー研究科教授）に報告され、同委員会において内容が承認

された。 
 
 
 

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業検討委員会技術部会 委員名簿（50 音順） 
 
    〔氏名〕     〔所属〕 

川本 克也  国立環境研究所 資源循環・廃棄物研究センター 副センター長  
主査  酒井 伸一  京都大学 環境科学センター長 

篠原 亮太  熊本県立大学 環境共生学部教授 
中野 武   大阪大学大学院 工学研究科特任教授 

副主査 細見 正明  東京農工大学大学院 共生科学技術研究院教授 
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東京事業所における安定器処理については、稼働に問題があり停止してい

る状況であるため、学識経験者による技術的評価を行い取扱について結論を

得る必要があるとされたところである。 

本とりまとめは、これまでＪＥＳＣＯが行ってきたいくつかの改造等の経

緯、最近の技術動向及び調査結果等を踏まえて、技術的評価を行い、その結

果を取りまとめたものである。 

 

１．東京事業所における安定器処理の経緯 

 

○ ＰＣＢを使用した安定器については、個々の安定器のＰＣＢ使用量は少ないながら

も、平成１２年に発生した東京都八王子市の小学校における蛍光灯用安定器の破裂事

故もあり、特に東京事業エリアでは、ＰＣＢ廃棄物処理における象徴的な処理対象物

であり、処理対象数も多かった。 

○ 平成１２年１１月には「業務用・施設用蛍光灯等のＰＣＢ使用安定器の事故に関す

る対策について」として、使用中の蛍光灯安定器について平成１３年度末までにその

交換を終える等緊急の安全対策を講ずることが閣議了解された。 

○ 平成１４年４月に東京都からＰＣＢ廃棄物処理施設の受入表明がなされた関東南部

１都３県のＰＣＢ廃棄物の広域処理においては、都の保有する安定器の数が多く、都

内における蛍光灯安定器の破裂事故もあって、その処理が急がれる状況となっていた。 

 ○ 一方、ＰＣＢ処理技術保有企業の取組は、ＰＣＢ使用量の多い高圧トランス及び高

圧コンデンサの処理に重点が置かれていたため、安定器処理に係る技術的蓄積は、必

ずしも十分とはいえなかったが、一部の処理技術保有企業による精力的な取組の結

果、安定器処理の事業化が可能と見込まれる状況となっていた。 

 ○ このような状況を踏まえて、ＰＣＢ廃棄物処理事業検討委員会（以下「検討委員会」

という。）、同技術部会、同東京事業部会において、安定器の処理に係る検討の進め

方、東京事業において安定器処理に取り組む場合の処理の技術的条件、東京事業で整

備する処理施設に求められる処理システムと当該システムが満足すべき条件等を取

りまとめ、それを踏まえて施設の発注・整備が行なわれている。 
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２．安定器処理技術の特徴 

 

（１）高圧トランス・高圧コンデンサ等処理設備の共用 

    ＰＣＢ廃棄物の処理に係る技術的蓄積は、高圧トランス・高圧コンデンサ等（以

下「高圧トランス等」という）が先行しており、安定器については高圧トランス

等の処理と設備を共用することにより効率的な処理を目指すこととした。 

 

（２）安定器の一括破砕 

安定器の内部構造は、トランスとＰＣＢの入った小型のコンデンサが、アスフ

ァルトや樹脂の充填材により固定されている。安定器はそのひとつひとつは小さ

くＰＣＢ量も少ないが、約２００万個と極めて大量に存在しており、効率的な処

理ができるよう、安定器の種類によらずに一括して機械で破砕・選別したうえで

高圧トランス等の部材と併せて処理することとした。 

 

３．安定器等処理システムの変遷 

 

（１）当初処理システム 

  ○ 効率的な処理を行うために、アスファルト型安定器、樹脂型安定器の区別なく、

一括して破砕機で破砕し、風力・比重差などを利用して可能な限り装置を自動化し

て分別することとした。 

○ 分別後の部材の処理設備は、高圧トランス等と共用が可能な部分については共用

化を図った（加熱設備、洗浄設備（溶剤回収設備含む）、水熱酸化分解設備）。 

○ 分別した鉄、非鉄、充填材粒状物等の部材は、それぞれ繰り返して洗浄を行い、

卒業判定の上払出を行うこととした（当初から充填材等の内部部材もＰＣＢで汚染

されているものもあることが指摘されていたため、破砕の上高圧トランス等の部材

と併せて洗浄することによりＰＣＢを除去することとした） 

  ○ 部材の洗浄に伴って発生したＰＣＢが混じった廃洗浄油は、高圧トランス等から

抜油した純粋なＰＣＢとあわせ水熱酸化分解設備にて処理を行うこととした。水熱

酸化分解設備の能力は、1 日あたりＰＣＢで２トン、かつＰＣＢを含む廃油として

約３．６トンである。そのため、ＰＣＢ以外の廃油が増加すれば１日あたりのＰＣ

Ｂ処理量は低下することとなる。 

 

 

（２）試運転時に明らかになった主な課題 

  ○ 当初約５％と見積っていたアスファルト型安定器の割合が実際には７０％程度

であったため、アスファルト型安定器を破砕した場合、破砕機の内部にアスファル
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トが付着・蓄積し、さらには破砕されたコンデンサ中のＰＣＢと混合され、部材全

体がＰＣＢを含むアスファルトでコーティングされた状態になるため、破砕機の閉

塞、その後の機械選別への支障、洗浄によるＰＣＢ除去が困難等様々な問題が発生 

  ○ 破砕した樹脂充填材の粒状物はＰＣＢを含浸しており、洗浄のみではＰＣＢを十

分に分離して卒業させることが困難であることが明らかとなった。 

 

（３）施設改善等の内容と効果 

  ○ アスファルト型安定器は手解体を行い、コンデンサ部分は樹脂型安定器と一括破

砕処理し、アスファルト充填材等は当面保管とした。 

 ○ 破砕した樹脂充填材の粒状物（樹脂とケイ砂の混合物）は、洗浄のみでは卒業し

ないことが明らかとなったため、予備洗浄を強化すると共に、洗浄工程の前に加熱

工程（200℃前後）を追加することとした。 

○ しかし、樹脂の加熱処理に起因する凝縮器での無水フタル酸の析出による管路の

閉塞が新たに発生したため、その対策として絶縁油を噴霧してスラリーとして回収

し、水熱酸化分解設備で処理する改造を行った。 

○ これにより樹脂型安定器を処理する場合には、新たに発生した無水フタル酸の回

収や予備洗浄の強化により水熱酸化分解設備で処理しなければならない廃洗浄油等

が増加した。   

 

 

図－１ 現状設備における概略処理フロー 

◆非鉄：充填材つぶ，
銅線，ｱﾙﾐ線等

保管

分別

卒業判定

分別

予備洗浄

卒業判定 卒業判定

トラ・コン処理と共用

洗浄

受入

予備洗浄

洗浄

予備洗浄

破砕・分別

加熱

洗浄

安定器処理専用

払出

解体

加熱

払出 払出

(注)：当初ﾌﾛｰからの主な変更点
      を吹き出しで記載。

凡例：

素子(紙・ｱﾙﾐ) 鉄・非鉄

非鉄 鉄

樹脂型ｱｽﾌｧﾙﾄ型

ｺﾝﾃﾞﾝｻ以外 ｺﾝﾃﾞﾝｻ

ｱｽﾌｧﾙﾄ型と樹脂型の分
別工程を追加。

ｱｽﾌｧﾙﾄ型のｺﾝﾃﾞﾝｻとそれ
以外の分別工程を追加。

紙とｱﾙﾐの分別を止め、紙
も水熱分解処理から洗浄
処理に変更。

ｱｽﾌｧﾙﾄ型のｺﾝﾃﾞﾝｻ以外を
保管に変更。

樹脂処理のための加熱処
理工程を追加。
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４．安定器の種類別の処理方法の検討 

 

（１）アスファルト型安定器の処理 

○ 本年１～３月に実施した「廃安定器部位別汚染調査」や過去の同様の調査により、

充填材には、ばらつきはあるものの数 mg/kg～％のＰＣＢが検出されている。 

○ ＰＣＢが内部まで含浸しているアスファルト充填材を処理するためには、アスフ

ァルトを分解処理することが必要である。 

○ 現行のシステムで適正に処理することができることは確認できていないが、仮に

水熱酸化分解施設で処理するとした場合、絶縁油に溶解させて水熱酸化分解設備に

投入する方法等が考えられる。 

○ しかしながらアスファルト充填材には周辺管路の閉塞の原因となるケイ砂やアル

ミ等の無機物が大量に含まれており、水熱酸化分解設備の安定的な運転を阻害する

ことが明らかとなった（現在においてもコンデンサ素子（脆化物）に含まれるアル

ミを主体とした無機物により冷却器が閉塞しており、その閉塞解除作業（化学洗浄）

は数週間に 1回、３日間程度を要している）。 

○ したがって、アスファルト型安定器を適正に処理するためには、アスファルト、        

ケイ砂等の無機物及びＰＣＢを同時に投入しても適切に処理できる施設の利用が適

当である。 

 

（２）樹脂型安定器の処理に伴う水熱酸化分解処理設備への負荷 

試運転開始後に明らかになった課題に対し、工程変更・設備改造等を行った結果、

樹脂型安定器を処理した場合には高圧トランス等と共用している水熱酸化分解設備

への負荷が大きくなり、高圧トランス等の処理の妨げとなることが新たな課題となっ

た。 

   そこで、一定の条件で樹脂型安定器を処理した場合の水熱酸化分解設備への負荷を

検討した。 

 

１）水熱酸化設備の処理能力 

   ＰＣＢの処理能力               ２t/日   ①  

   廃ＰＣＢ等の処理能力          ３．６ｔ/日    ②  

 

２）樹脂型安定器の数 

   東京事業区域の安定器の数         ２００万個   ③ 

         樹脂型の割合           ３０％    ④ 

         樹脂型の数  ③×④      ６０万個    ⑤ 
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３）１０年で樹脂型安定器を処理する場合の負荷 

   年間処理個数  ⑤÷１０           ６万個/年  ⑥ 

   1 日当たりの処理個数（３００日／年稼動）  ２００個/日  ⑦ 

   ＰＣＢ処理量（６０g/個）６０×２００＝   １２ｋｇ/日   ⑧  

          ⑧÷①             ０．６％   ⑨ 

   廃ＰＣＢ等処理量              ６１８kg/日  ⑩ 

          ⑩÷②            １７．２％   ⑪  

 

    

（３）受入段階でのアスファルト型安定器の混入防止が困難 

○ 当初は、アスファルト型安定器も樹脂型安定器も選別することなく一括して破砕

することで計画していたが、アスファルト型安定器は試運転以降処理が困難なこと

が明らかとなり、樹脂型安定器だけでも処理できるよう検討を重ねてきた。 

○ 一方アスファルト型安定器と樹脂型安定器は、メーカー名、製造年、外部形状等

から選別できる場合もあるが、ラベルの剥がれや既に製造メーカーが存在しないな

ど、搬入段階でアスファルト型安定器の混入を除外することは困難なことが明らか

となった。 

○ 少量であれば処理は出来るが、混入が継続した場合には、やがて破砕機内部に付

着し、徐々に蓄積され、さらには破砕されたコンデンサ中のＰＣＢが混合され、部

材全体がＰＣＢを含むアスファルトでコーティングされた状態になり、破砕機の閉

塞やその後の選別、洗浄による卒業が困難となるなど、様々な課題が発生する。 

 

５．まとめ 

○ 安定器処理の課題に対しては、東京事業所の稼動以来７年間にわたり、工程変

更・設備改善など試行錯誤を繰り返し、様々な努力をしてきた。今後、更なる改良

により樹脂型安定器の処理が可能になるとしても、水熱酸化分解設備への負荷が大

きく高圧トランス等の処理の妨げとなること、アスファルト型安定器の混入を防げ

ないこともあり、全体の進捗を考慮すると効率性の点で疑問が多い。 

○ さらに安定器の多くを占めるアスファルト型は別途処理の必要が生ずる。 

  ○ このため、水熱酸化分解設備は高圧トランス、高圧コンデンサの処理に集中させ、

東京事業管内の安定器処理については、豊田・大阪事業エリアと併せ早期に別途適

正処理が確保されるよう措置すべきである。 

 

以上 

 

 



ＰＣＢ廃棄物の処理期限について（論点） 

 

○ ＰＣＢ廃棄物特別措置法により、保管事業者は定められた期間内にＰＣＢ

廃棄物を自ら処分し、又は処分を委託しなければならないとされており、

環境大臣又は都道府県知事は、保管事業者が期間内に処理を行わない場合

には、必要な措置を構ずべきことを命ずることができるとされている。こ

の処理期間の期限は、現在、平成 28年７月と定められている。 

 

○ 高圧トランス・コンデンサ等、安定器等・汚染物及び微量ＰＣＢ汚染廃電

気機器等の処理の現状と見通しに鑑みれば、現行の 28年７月の処理期限

までに処理を完了することは困難な状況。 

 

○ わが国における早期のＰＣＢ廃棄物の処理完了に向け、国、都道府県市、

保管事業者、処理事業者等が、確固たる意思をもって、それぞれの責務・

役割を果たしていかなければならない。このため、適切な処理期限を設定

し、その期間に関係者の努力を集中することが重要。 

 

（期限の目安） 

○ 処理期限について、関係者が最大限努力を図った場合に、ＰＣＢ廃棄物全

体の処理完了が達成すると見込まれる期限まで延長することが適当では

ないか。 

 

○ 処理期限の検討に当たって、処理に最も時間がかかるのは、処理が着手さ

れたばかりである微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等であると考えられる。 

 

○ 一方で、具体的な期限については、ストックホルム条約で求められている

年限（平成 40年）までに処理が完了できるようにすべき。 

 

○ このためには、処理期限が到来してもなお未処理の廃棄物についても、Ｐ

ＣＢ廃棄物特別措置法に基づく命令等により確実に処理をさせるよう措

置する期間として一定期間（例えば２年間）を見込んで、処理期限の年次

を設定することが適当ではないか。 

 

（それぞれのＰＣＢ廃棄物の早期処理） 

○ それぞれのＰＣＢ廃棄物については、全て処理期限まで処理を続けるので

はなく、関係者の対策に基づく処理の見通しを踏まえて適切なスケジュー

資料３ 



ルを設定し、できるだけ早く処理を終わらせるよう取り組むことが適当で

はないか。保管事業者は、都道府県市の指導等に従い、処理施設への計画

的な搬入など早期処理に協力することが求められる。 

 

○ 高圧トランス・コンデンサ等の処理については、国及びＪＥＳＣＯは、で

きるだけ早期に処理が完了するよう、各事業エリアごとに、具体的な処理

見通しを設定し、適切に進行管理を行うことが重要ではないか。 

各事業所ごとの操業期間については、今後の処理推進策について地元地

域の理解を得ながら、さらに詳細を検討することが必要ではないか。 

 

○ 安定器等・汚染物については、国と自治体等が協議を行い、できる限り早

期に処理がなされるよう、国、関係自治体が協力して処理体制を確保すべ

きではないか。 

 

○ 微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等については、今後の処理施設の整備状況によ

るが、既存の産業廃棄物処理施設を活用した無害化処理認定制度の着実な

運用を図れば、今後、その処理量は増大すると考えられるため、環境省は、

特に、筐体の処理施設について、この制度の着実な運用を図り、処理能力

を増大させることが必要ではないか。 

 

（使用中の機器） 

○ 使用中の機器の取扱いについては、環境省は関係省に対し、ＰＣＢ廃棄物

処理の状況を情報提供しつつ、連携して検討を行うことが必要ではないか。

特に、高圧トランス・コンデンサ等については、関係省や事業者団体と連

携して、使用中機器の台帳を作成するなど早期にその使用実態を把握し、

ＪＥＳＣＯ処理施設が稼働している期間に処理を行うようにすることが

必要ではないか。 
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第６回 PCB廃棄物適正処理推進に関する検討委員会 議事要旨 

 

１．日時 

平成24年3月28日（水） 14:00～16:30 

 

２．場所 

ＪＡ共済ビル カンファレンスホール 

 

３．出席委員 

（委員）（五十音順） 

浅野委員、飯干委員、伊規須委員、織委員、影山委員、川本委員、鬼沢委員、酒井委員、

田中委員、田辺委員、築谷委員、永田委員、本多委員、森田委員、横山委員 

（オブザーバー） 

日本環境安全事業株式会社（ＪＥＳＣＯ） 

経済産業省 

産業廃棄物処理事業振興財団 

 

４．議事 

（１） ＰＣＢ廃棄物の適正な保管等について 

（２） その他 

 

５．議事概要等 

○ 会議は公開で行われた。 

○ 事務局（環境省産業廃棄物課）より、保管事業者に係る規制等について説明した。 

○ 東京都、鳥取県、北九州市より、保管事業者への指導・助言の現状等について説明

があった。 

○ ＪＥＳＣＯより処理委託に係る現状、収集運搬時の漏洩対策の現状等について説明

があった。事務局より東日本大震災への対応について説明した。 

○ 事務局より、適正な保管の確保等に関する今後の施策等について説明し、委員から

意見があった。 

 

６．主な意見等 

（１）ＰＣＢ廃棄物の適正な保管等について 

（田中委員）微量の場合、分析をするのを一斉に支援するといったことが必要ではないか。 

（浅野委員）処理期限について、法施行のとき既に廃棄物になっているものについては 15

年でいいが、新しく廃棄物化するものについて、どうするのかということが、法律

参考資料１ 
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には書かれていない。政令で、施行の日から起算して 15 年と規定されているが、

これを機械的に運用すると、後になって出てくるものは１年ぐらいで期限が来てし

まう。この辺りを法制定時に想定していなかったのではないか。 

 使用中のものについて、環境大臣から主務大臣に要請できるという規定があるの

で、自治体が個々に依頼しなくても現行法の運用である程度カバーできるのではな

いか。 

 無資力の者がいるということが問題。土壌汚染の場合、土地の持ち主が所有権を

放棄して無主物になると国有財産になる。しかし動産に関しては、無主物になった

場合は、法的にはいかんともしがたい面がある。自動的に自治体が管理しなければ

いけないという義務もなく、だれも責任を持たないという事態が起こってしまう。 

 これは何らかの立法的な手当をしない限り、どうにもならない問題ではないか。 

（川本委員）機器の漏れとかにじみについて、ＪＥＳＣＯに到着したときに、大体どのく

らいの割合で認められるのか。保管事業場において、漏えいが起きた場合、ＰＣＢ

が室内空気中、作業環境中にどのぐらいの濃度かという点について、調査したデー

タがあるか。実態調査が必要になる。 

（伊規須委員）収集・運搬事業者の規模はどのようなものか。それぞれの事業者において、

産業医が必ずしも選任されているとは限らないので、ガイドラインの中に適切に入

れることを検討したほうがいい。 

（鬼沢委員）ダイレクトメールで 8,800 の事業者のうち、１割強の 979 事業者が登録した

ということは、100 近い事業者が新たに登録しているので、割合としては少ないが、

毎年続けるべき。ダイレクトメールだけでは見落とすこともあるので、送った後に

必ず電話等をするともっと登録が増えるのではないか。年数が経つと未登録のまま

紛失するということが増えると思うので、もっと積極的にやっていいのではないか。 

（織委員）搬入前の漏洩についての問題は、東京事業でも余り話題になっていなかった。

ＪＥＳＣＯとしては実際漏れがあった、あるいはガイドラインに従って処理してい

なかったような運搬業者に対して、どういう態度をとっているのか。例えば搬入禁

止、停止措置をとるなどの措置はどのくらい強固な形でやっているのか。 

（田中委員）東日本大震災のＰＣＢの廃棄物の流出について、特に高濃度の 49 台を何とか

回収するという努力ができないものか。 

（浅野委員）保管事業者という概念に問題があることがわかってきた。条文上は「事業活

動に伴って」とあるので、破産のときにただ従業員として預かった人は、事業活動

に伴った保管者ではなくなる。 

 不動産を購入したらそこにＰＣＢ廃棄物が放置してあったというような場合は、

買うときに気をつけないのが悪いので、その処理の責任を負わせれ手もしかたがな

いと思うが、しかし単なる保管者というカテゴリーがありそうなので、これは法的

に手の打ちようがないのではないか。 
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 ５に「年金生活者等の費用の捻出が困難な者がおり」とあるが、この表現は奇異

な感じがする。個人経営者でやっているような場合にしか当てはまらない。ほとん

どの事業者は法人のはず。 

 ６で書かれていることは、高濃度の場合を想定すればできそうであるが、低濃度

のものまで使用中のものの届出調査義務を課すべきであると言っても、対応できな

いのではないか。そもそも使用者が自分が使っているものにＰＣＢが入っているか

どうかよくわからないような場合には、製造メーカー側から情報提供をすべきでは

ないか。こういったことを考えれば制度的な見直しということも視野に入れて議論

をしなければいけない。 

 ８について、これから地震が起こる可能性があるし、地震以外の災害もあるので、

このような議論をするのであれば、災害時の対応ということで整理をして議論をし

なければいけないだろう。 

 保管事業者の不存在とか、所在不明という場合があり、さらには、無資力者の存

在もある。これらも重要な項目としてここに挙げられなければいけない。10 として

保管事業者不存在、不明等の対策といったような項目を新たにつけ加えるべき。 

 ３の紛失について、これは防止ということ以前に、まず紛失についての実態が把

握されるべき。毎年届出義務があり、紛失したものは届けなければいけない。それ

がきちんとできているかどうか心配。紛失したからといって処罰されることはない

ので、きちんと届け出てもらわないといけないのではないか。実際には存在しない

のに保管してありますという届出は虚偽届出になるので、きちんと届出させるよう

に指導したほうがいい。 

 ７の解体について、そもそも解体をしようという行為を行っている段階で、既に

廃棄物処理を始めていると考えれば、現行法でも規制できるのではないか。もしだ

めなら立法的には手当をしなければいけない。 

 制度的な見直しに関しては、処理期限の問題も合わせて考えなければいけないだ

ろう。 

（飯干委員）ＰＣＢ廃棄物特別措置法第８条の届出様式について、機器の製造番号の記入

欄はあるが、機器の型式の記入欄及び微量のＰＣＢが検出された場合のＰＣＢ濃度

の記入欄がない。機器の型式の記入欄及び微量のＰＣＢが検出された場合のＰＣＢ

濃度の記入欄が追加されれば、高濃度のＰＣＢを使用した機器であるのか、微量の

ＰＣＢが検出された機器であるのかの区別が、短時間で可能となるのではないか。 

（伊規須委員）資料８の７について、ＰＣＢが皮膚を介して入る物質であるということを、

もうちょっと強調しておいたほうがいい。 

（織委員）紛失、不適正処理ということがあるので、迅速に処理を進めていかなければい

けないということを、強調して書いたほうがいい。 

微量ＰＣＢの処理の道筋が、もう少ししっかりと見えていくといい。容器処理を



4 

どういうふうにしていくのか。事業者にとって容器処理がネックになっているので、

解決策を提示していっていただきたい。 

 保管事業者の不公平感というのがすごくあると思うので、この辺を解決するよう

な情報提供なり普及啓発活動を意識していただきたい。 

（影山委員）我々保管事業者については、保管に関して十分な注意を払って保管をしてお

り、それについては、相当な人手とコストがかかっている。ここのところを御理解

いただき、非常に苦労しながら保管しているという状況を、認識をしていただきた

い。中小の事業者については、かなりつらいだろう。立入検査もよいが、支援をし

ていただかないと、適正保管も非常にきついだろう。とにかく処理を進めて、一刻

も早くＰＣＢの機器をなくすということが、一番の近道。 

（酒井委員）川本委員から指摘のあった漏れ、にじみ、それに伴う空間濃度との関係につ

いては、資料８の中でもう少し明確にしていただいたほうがいい。２（２）「②破

損・漏えいにより機器の補修や密閉容器での保管が必要な場合」という指導助言の

際に、もう少し定量的に明確に指導いただけるような情報を整備したほうがいい。

つまり、機器の状態とか保管方法によって、相当にＰＣＢの気層移動とか環境移動

の程度というのは異なるので、その程度を定量的に把握し、情報提供されていった

ほうがいい。 

 ＪＥＳＣＯから漏洩対策について説明があった点、東京都から指摘のあった分解

事業者のところでの作業環境の点にすべてつながる話になる。環境省がわかりやす

く説明するという中での、わかりやすくというところにつながるのではないか。 

（田辺委員）我が国におけるＰＣＢの生産や利用は、かなり昔に禁止になったにもかかわ

らず、最近の空気や水の汚染レベルの低減傾向が遅い。あるいは堆積物、生物の試

料の濃度がほとんど減らないということが明らかにされている。いろいろな理由が

あるが、ＰＣＢの分解処理の遅れと、今回説明のＰＣＢ廃棄物の保管・管理・処分

の問題も現実の環境汚染のネガティブな実態に拍車をかけていると考えられる。こ

の点も認識してＰＣＢの廃棄物処理あるいは適正管理を早急に推進していただき

たい。ＰＣＢ廃棄物の不適切な保管、管理、処分等の問題は環境汚染の拡大と長期

化に影響を及ぼすということ。ひいては事業体の作業労働者と周辺の住民にも汚染

のリスクが及ぶというような認識を深めてもらう努力が必要。 

 適正保管に関する理解の増進を図るために、その方法をわかりやすく説明した資

料を作成するということであるが、環境汚染あるいは生態リスク拡大の防止、ある

いは長期化を防止するという意図があるということをあわせて事業者に説明して

いただき、普及とか啓発活動の効果を一層高めていただきたい。 

（築谷委員）「３．紛失・不適正処理の防止」について、兵庫県においては、倒産情報を

早く入手できた場合、破産管財人からＰＣＢの処理について相談があった場合は、

清算人、ＪＥＳＣＯとも調整し、年度当初予定されていなかったものであっても、
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早期の処理が必要だということで、処理した事例がある。 

 もう一つ、建築部局との連携について、兵庫県においては、アスベストの問題で、

建設リサイクル法での解体届を建築部局から環境部局に提供いただく、共同のパト

ロールを年に２回ほど実施するということで連携している。 

（森田委員）ＰＣＢ処理が 1988 年の焼却が終わって以来うまくいかなくて、その後の努力

によって処理のできるスキームができ上がってきた。しかし、ＰＣＢを含んでいる

トランスを使っているユーザからすれば、それまで安全だと信じて使っていたもの

が、突如お金を使って処理しなければいけなくなってしまったというのは、一種の

不条理としてあるために、難しい状況は今後も続くだろう。しかしその一方で、こ

の物質を消去させなければいけないというのは、日本として、またＰＯＰｓとして

の条約上の責務でもあるので着実に進める。そしてそれは保管から輸送すべてに関

わってきているというのを、強く強調する必要がある。 

 輸送の面でもＪＥＳＣＯに搬入している小さい輸送業者からは、ガイドラインに

定められた形で整備しても結構大変だという声が聞かれる。そこに合わせてリスク

対応、保険その他で相当苦労されているのも、現実だろう。したがってある種の財

政的応援というのはどうしても避けられない。 

 低濃度ＰＣＢは、一般的には高濃度のＰＣＢに比べて全体としての量が少ないと

いうこともあり、リスクは小さいと考えられるが、個別のケースでは、低濃度とい

いながら実は数万 ppm といったものが含まれているケースもあるので、やはり目配

りはしておく必要がある。 

 保管については、低濃度ＰＣＢは実際は分析して把握していくことが重要である

ということを書いておいてもらいたい。 

 

（２）その他 

（環境省）前回の検討委員会で、無害化処理認定施設の処理対象範囲についての方向性の

議論をいただいたときの資料の抜粋を配付している。現在の無害化処理認定施設で

は、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器のみが処理対象になっているが、これを微量ＰＣＢ

汚染廃電気機器等に限らず、5,000mg/kg 以下のＰＣＢ汚染物についても、処理対象

物として位置づけることについて御検討をお願いしたところ、特に御異論がなかっ

たと認識している。 

 そのため、検討委員会の取りまとめを行う前に、この部分を先行して告示改正の

準備に入らせていただきたい。 

（永田座長）注釈がついているように、上限としての 5,000mg/kg であって、実際にはそれ

ぞれの施設で実証試験を行って、濃度をどこまで処理できるのかと確認した上での

対応ということになる。よろしいでしょうか。 

（異議なしの声あり） 
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（永田座長）それでは提案のとおり進めさせていただく。 
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（お知らせ） 

「無害化処理に係る特例の対象となる一般廃棄物及び産業廃棄物」の改正案に対する意見

の募集（パブリックコメント）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 検討概要 

環境省では、ＰＣＢ汚染物の処理に関して、平成 17 年度から産業廃棄物処理施設にお

ける無害化実証試験を実施し、これらの知見を踏まえ、平成 21 年に廃棄物処理法に基づ

く無害化処理認定制度の対象に微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等を加えました。その後、微

量ＰＣＢ汚染廃電気機器等以外のＰＣＢを含む廃棄物についても無害化実証試験を行っ

てきました。今般、これらの実証試験結果に基づき、「ＰＣＢ廃棄物適正処理推進に関す

る検討委員会」における議論を踏まえ、無害化処理認定施設で処理するＰＣＢ廃棄物を

見直すことを検討しています。 

 

２． 意見募集の対象  

別添の「無害化処理に係る特例の対象となる一般廃棄物及び産業廃棄物（平成 18 年環

境省告示第 98 号）の改正案について」  

この改正案についての参考資料として「（参考資料）ＰＣＢ廃棄物に関する実証試験

について」を添付します。 

 

３． 意見募集要領  

（１） 募集期間  

平成 24 年５月 11 日（金）から平成 24 年６月 11 日（月）17 時まで（郵送の場合は

同日必着） 

 

（２） 意見の提出方法 

次の様式により、電子メール、郵送又はファックスのいずれかの方法で下記提出先

に提出してください。  

平成 24 年５月 11 日（金） 
環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 
産業廃棄物課 
代表：03-3581-3351 
直通：03-5501-3156 
課  長：廣木 雅史（内：6871） 
課長補佐：鈴木 清彦（内：6876） 
担  当：三浦 博信（内：6880） 

環境省は、「無害化処理に係る特例の対象となる一般廃棄物及び産業廃棄物」（平成 18

年環境省告示第 98 号）により定めている無害化処理認定施設において処理するＰＣＢ廃

棄物について、所要の検討を行ってきました。今回、検討結果を踏まえ、同告示を改正す

ることを検討しています。 

そこで、本案について広く国民の皆様から意見をお聞きするため、平成 24 年５月 11 日

（金）から平成 24 年６月 11 日（月）までの間、意見の募集（パブリック・コメント）を

実施いたします。  

 

 



     
 

    

 水俣病特措法の救済措置申請受付

は平成２４年７月末までです。 
心当たりのある方は申請を。 

 
 

電子メール又はファックスの場合は題名に「ＰＣＢ廃棄物の無害化処理に関する意

見」と記載してください。   

なお、上記以外の方法（電話等）による御意見は受け付けかねますのであらかじめ

御了承ください。  

 

【意見提出先】  

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 

 〒100-8975 東京都千代田区霞が関 1-2-2 

 E-mail:hairi-sanpai@env.go.jp 

FAX：03-3593-8264  

 

（３） 意見の取扱い 

いただいた意見は、氏名、住所及び電話番号等個人情報に関する事項を除き、すべ

て公表される可能性がありますので、あらかじめ御了承ください。  

また、いただいた意見に対して個別にお答えすることはできませんので、あわせて

御了承ください。 

 

（４） 記入要領   

郵送又はファックスの場合、下記の様式（Ａ４版）にならい、氏名、住所、電話番

号等を御記入ください。 電子メールの場合においても、本記入要領に準じて御記入く

ださい。 

［件名］ＰＣＢ廃棄物の無害化処理に関する意見 

［宛先］環境省廃棄物・リサイクル対策部 産業廃棄物課 

［氏名］（企業・団体の場合は、企業・団体名、部署名及び担当者名） 

［郵便番号・住所］ 

［電話番号］ 

［ファックス番号］ 

［御意見］ 

 

 

 

 

 

（５） 資料の入手方法 

① 環境省ホームページのパブリックコメント欄

（http://www.env.go.jp/info/iken.html） 

② 環境省廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課の窓口に備え付け 

（東京都千代田区霞が関１－２－２中央合同庁舎 5号館 26 階） 

※ 事前に入館登録が必要になるので、来館される場合は、必ず事前に御連

絡をお願いいたします。 

③ 郵送による入手 

郵送により入手を希望する場合は、返送先を宛名に明記し 80 円切手を貼付した返信

用封筒を別の封筒に入れ、期限までに十分な余裕を持って意見提出先まで送付してく

ださい。 



「無害化処理に係る特例の対象となる一般廃棄物及び産業廃棄物」（平成 18 年

環境省告示第98号）の改正案について 
 

環境省では、ＰＣＢ廃棄物の処理に関して、平成 17 年度から産業廃棄物処理

施設における無害化実証試験を実施し、これらの知見を踏まえ、平成 21 年に廃

棄物処理法に基づく無害化処理認定制度の対象に微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等

を加えました。その後、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等以外のＰＣＢを含む廃棄物

についても無害化実証試験を行ってきました（詳細は参考資料を参照）。その結

果、最大 5,200mg/kg のＰＣＢ汚染物を含む試験試料について、確実かつ適正に

処理を行うことが確認できました。 

今般、これらの実証試験結果に基づき、「ＰＣＢ廃棄物適正処理推進に関する

検討委員会」における議論を踏まえ、標記告示の２に以下のＰＣＢ廃棄物を加え

ることについて検討しています。 

なお、個別の認定施設においては、実証試験により安全かつ確実に処理するこ

とが確認された濃度範囲内での処理とするよう運用することとしています。 

 

（１） 廃ポリ塩化ビフェニル等（廃棄物処理法施行令第二条の四第五号イに規定

する廃ポリ塩化ビフェニル等をいう。）のうち、次に掲げるもの 
○ ポリ塩化ビフェニルの濃度が廃ポリ塩化ビフェニル等一キログラムにつ

き五千ミリグラム以下のもの 
 

（２）ポリ塩化ビフェニル汚染物（廃棄物処理法施行令第二条の四第五号ロに規

定するポリ塩化ビフェニル汚染物をいう。）のうち、次に掲げるもの 
○ 汚泥、紙くず、木くず又は繊維くずのうち、当該汚泥、紙くず、木くず

又は繊維くずに塗布され、又は染み込んだポリ塩化ビフェニルの量が当

該汚泥、紙くず、木くず又は繊維くず一キログラムにつき五千ミリグラ

ム以下のもの 
○ 廃プラスチック類のうち、当該廃プラスチック類に付着し、又は封入さ

れているポリ塩化ビフェニルの量が当該廃プラスチック類一キログラム

につき五千ミリグラム以下のもの 
○ 金属くず、陶磁器くず若しくは工作物の新築、改築又は除去に伴って生

じたコンクリートの破砕その他これに類する不要物（以下「金属くず等」

という。）のうち、当該金属くず等に付着し、又は封入されているポリ塩

化ビフェニルの量が当該金属くず等に付着し、又は封入されている物一

キログラムにつき五千ミリグラム以下のもの 
 

別 添 



（３）ポリ塩化ビフェニル処理物（廃棄物処理法施行令第二条の四第五号ハに規

定するポリ塩化ビフェニル処理物をいう。）のうち、次に掲げるもの 
○ 廃油のうち、当該廃油に含まれるポリ塩化ビフェニルの量が当該廃油一

キログラムにつき五千ミリグラム以下のもの 
○ 廃酸又は廃アルカリのうち、当該廃酸又は廃アルカリに含まれるポリ塩

化ビフェニルの量が当該廃酸又は廃アルカリ一キログラムにつき五千ミ

リグラム以下のもの 
○ 汚泥、紙くず、木くず又は繊維くずのうち、当該汚泥、紙くず、木くず

又は繊維くずに含まれるポリ塩化ビフェニルの量が当該汚泥、紙くず、

木くず又は繊維くず一キログラムにつき五千ミリグラム以下のもの 
○ 廃プラスチック類のうち、当該廃プラスチック類に付着しているポリ塩

化ビフェニルの量が当該廃プラスチック類一キログラムにつき五千ミリ

グラム以下のもの 
○ 金属くず等のうち、当該金属くず等に付着しているポリ塩化ビフェニル

の量が当該金属くず等に付着している物一キログラムにつき五千ミリグ

ラム以下のもの 
○ 上記以外であって、当該ポリ塩化ビフェニル処理物に含まれるポリ塩化

ビフェニルの量が当該ポリ塩化ビフェニル処理物一キログラムにつき五

千ミリグラム以下のもの 



 
ＰＣＢ廃棄物に関する実証試験について 

 
１．経緯 

環境省では、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の処理体制の整備に向けた検討を

行うため、平成 17 年度から微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等を試験試料とした産

業廃棄物処理施設における焼却実証試験を実施してきた。 

また、平成 21 年度からは、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等以外のＰＣＢを含

む廃棄物についても焼却実証試験を行ってきた。 

 

２．実施内容 

試験試料を焼却処理し、処理後の排ガス、燃え殻及び周辺大気等のＰＣＢ

濃度やダイオキシン類濃度を分析し、基準等への適合状況について評価を行う

ことにより、無害化処理されていることを確認する。 

なお、評価に当たっては、廃棄物処理、分析、健康影響等に関する専門家の

助言を得ている。 

 

３．実施手順（標準的な例） 

○１日目（通常運転・ＰＣＢを含む廃棄物の処理を行わない） 

処理施設で通常受入処理している廃棄物を焼却処理し、発生する排ガス、

燃え殻及び周辺大気等の測定を実施する。 

○２日目（本試験１日目） 

処理施設で通常受入処理している廃棄物に加え、ＰＣＢを含む廃棄物（試

験試料）を焼却処理し、発生する排ガス、燃え殻及び周辺大気等の測定を実

施する。 

○３日目（本試験２日目） 

試験の再現性を確認するため、２日目と同様の条件で試験を実施する。 

 

４．これまでの実績 

平成 24 年３月末までに 14 か所の産業廃棄物処理施設の協力を得て合計 31

回の実証試験を実施し、いずれも周辺環境へ影響を及ぼすことなく安全かつ確

実に無害化できることを確認している。具体的な試験の内容を別紙に示す。 

参考資料 



PCB廃棄物の焼却実証試験実績

14～120
ロータリーキルンストーカ炉
ロータリーキルン式焼却炉

1100℃

60～110 固定床炉＋二次燃焼炉 1100℃（850℃）

0.2～2700
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルンストーカ炉
ロータリーキルン式焼却溶融炉

1100℃

79 固定床炉＋二次燃焼炉 1100℃（850℃）

0.5～74 ロータリーキルン式焼却炉 1100℃

紙くず アルコールティッシュ 0.4～490 ロータリーキルン式焼却炉 1100℃

7.3～830
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルン式焼却溶融炉

1100℃

0.24～3.8 固定床炉＋二次燃焼炉 1100℃（850℃）

フィルター（保温材） 11～470 ロータリーキルン式焼却炉 1100℃

化学防護服 5.1～2700
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルンストーカ炉
ロータリーキルン式焼却溶融炉

1100℃

マスク面体 3.3～67
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルンストーカ炉

1100℃

インナー手袋 1.6～1900
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルンストーカ炉

1100℃

安全靴、長靴 1.3～350
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルンストーカ炉

1100℃

仮設ホース 290 ロータリーキルンストーカ炉 1100℃

養生テープ 170～210 ロータリーキルン式焼却炉 1100℃

PEシート 17～1800
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルン式焼却溶融炉

1100℃

ゴム類 24 ロータリーキルン式焼却炉 1100℃

硬質プラスチック 5200 ロータリーキルン式焼却炉 1100℃

廃酸・廃アルカリ 廃アルカリ 1.5～470 ロータリーキルン式焼却炉 1100℃

PCB処理物 紙くず・木くず・アルミ 7.1～2600
ロータリーキルン式焼却炉
ロータリーキルンストーカ炉
ロータリーキルン式焼却溶融炉

1100℃

廃棄物の種類

（参考資料 別紙）

種類（試験試料）
ＰＣＢ濃度範囲

（mg/kg）
炉形式

二次燃焼炉内温度
（固定床炉内温度）

廃プラスチック類

廃活性炭

マスク吸収体
（活性炭含む）

汚泥

繊維くず
ウエス
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